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第１章 計画策定に当たって 

１．計画策定の背景と趣旨 

 

「子ども・子育て支援法」のもと、平成 27 年４月に「子ども・子育て支援新制度」が

始まってから 10 年が経ちました。この間、全国的に待機児童の減少が図られ、幼児期の

教育・保育の無償化をはじめ、様々な子育て支援の取組が進んできました。 

本市においても、地域の実情に応じた質の高い教育・保育及び地域子ども・子育て支

援事業の総合的かつ効果的な提供に向けて、平成 26 年度に「亀山市子ども・子育て支援

事業計画（以下「第１期計画」といいます。）」を、また、令和元年度に「第２期亀山市子

ども・子育て支援事業計画（以下「第２期計画」といいます。）」を策定し、諸施策を推

進してきました。しかしながら、保育ニーズの更なる増加や深刻化する少子化への対応

など、なお一層の取組が求められています。 

「子ども・子育て支援法」が目指すのは、「必要な支援を行うことで、一人ひとりの子

どもが健やかに成長することができる社会の実現に寄与すること」であり、その目的を

達成するために、「子どもの最善の利益」が実現される社会を目指すとの考えを基本に、

子どもの視点に立ち、子どもの生存と発達が保障されるよう、本計画に規定する子ども・

子育て支援事業は、良質かつ適正な事業内容、水準とすることが必要です。このことは、

令和４年６月に成立し、令和５年４月に施行された「こども基本法」にも通ずる考え方

であり、すべての子どもが、将来にわたって幸福な生活を送ることができる社会の実現

を目指していかなければなりません。 

このような背景の中で、幼児期の教育・保育事業や子育て支援事業の量的・質的な充

実に向けて、また、すべての子どもが誰一人として困難な状況に置かれることなく、適

切な保護と支援のもとで成長していくことができる社会の実現に向けて、第１期計画、

第２期計画に続くものとして見直しを行い、「第３期亀山市子ども・子育て支援事業計画」

を策定するものです。 

 

 

２．計画の位置づけ 

 

本計画は、子ども・子育て支援法第６１条に基づく「市町村子ども・子育て支援事業

計画」として策定するものです。また、本計画は、子どもの貧困の解消に向けた対策の

推進に関する法律第１０条第２項に基づく「市町村子どもの貧困対策計画」と、「次世代

育成支援行動計画」、「ひとり親家庭自立促進計画」の内容を併せ持つものとして策定し

ます。 

策定に当たっては、国が定める「子ども・子育て支援事業の基本指針」及び「子供の

貧困対策に関する大綱」などに則しつつ、「亀山市総合計画」を上位計画とし、他の関連
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する分野別計画との整合性を図るとともに、第２期計画の評価や、令和６年２月に実施

したアンケート調査結果を踏まえ、現在のニーズの動向等を的確に反映します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

なお、子どもや子育て世帯を誰一人取り残すことなく、多様で包摂性のある社会を目

指し、本計画を「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」の実現に向けた取組としても位置づ

けます。 
 
【関連するＳＤＧｓ】 

 

 

 

 

３．計画の期間 

 

計画期間は、令和７年度から令和 11 年度までの５年間とします。 

なお、計画期間中であっても、状況の変化等により計画の見直しが必要となる場合に

おいては、適宜、計画の見直しを行います。 

 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 ～ 
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第２期亀山市子ども・子育て 
支援事業計画（Ｒ２～Ｒ６） 

 

第３期亀山市子ども・子育て 
支援事業計画（Ｒ７～Ｒ11） 

第２次亀山市地域福祉計画［後期］ 

第２次亀山市総合計画 
［後期基本計画］ 

次期亀山市総合計画 
（Ｒ８～） 
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第２章 本市の子ども・子育てに関わる状況 

１．亀山市の人口・世帯の状況 

（１）人口の推移 

①総人口の推移 

本市の総人口は、平成 27 年の 49,800 人以降、減少傾向が続いています。 

地区別の人口は、平成 27 年と令和６年の比較でみると、亀山中学校区は 97.7%、

関中学校区は 90.8%と減少しているのに対し、中部中学校区は 102.5%と増加傾向に

あります。 

◆ 亀山市の人口の推移 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

資料：住民基本台帳(各年４月１日現在) 

②年齢３区分別人口の推移 

本市の年齢３区分別人口構成の推移をみると、15 歳未満の年少人口と、15 歳から

64 歳までの生産年齢人口は、平成 27 年から令和６年まで毎年減少しており、年少

人口では 14.4%から 13.2%と 1.2 ポイント、生産年齢人口では 60.8%から 59.3%と 1.5

ポイント減となっています。一方、65 歳以上の老年人口については、毎年増加が続

いており、平成27年の24.8%から令和６年の27.5%と 2.7ポイント増加しています。 

◆ 亀山市の人口構成の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

資料：住民基本台帳(各年４月１日現在)  
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（２）出生数の推移 

①出生数と合計特殊出生率の推計 

平成 25 年度からの 10 年間での本市の出生数は、平成 26 年度の 453 人がピークと

なり、平成 30 年度にやや回復するものの、長期的には減少傾向となっています。 

合計特殊出生率についても、出生数の回復期にある平成 26 年度の 1.63 をピーク

に、平成 30 年度、令和 2年度～令和 3年度にやや回復するものの、令和４年には下

降しています。全国や三重県との比較でも大きな差はみられません。 

◆ 亀山市の合計特殊出生率と出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：人口動態統計・人口動態総覧 

②女性人口の推移 

合計特殊出生率を算出する際の基礎数値となる 15～49 歳の女性人口の推移をみ

ると、平成 27 年の 9,918 人から令和６年の 9,206 人まで、平成 29 年を除き減少し

続けています。 

中学校区別では、関中学校区では 16.3%、亀山中学校区では 8.0%の大幅な減少と

なっているのに対し、中部中学校区は 3.8%の微減となっており、地域間での人口推

移の状況に違いが出ています。 

◆ 亀山市の女性人口（15～49 歳）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳(各年４月１日現在)  



5 

（３）子どもの人口の推移 

①子どもの人口の推移と推計 

平成 27 年から令和６年までの推移をみると、子ども（18 歳未満）の人口は横ばい

だったものが、平成 30 年以降は減少傾向が強まっています。 

一方、年齢層別の状況では、未就学児は平成 27 年に対し令和６年の値が約 25％

減と大きく減少しています。小学生は概ね横ばいとなっており、中・高生はやや増

加傾向となっています。 

◆ 亀山市の子どもの人口の推移と推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳(各年４月１日現在)  
 
②地域別未就学児人口の推移 

最近 10 年間の本市の地域別未就学児の人口は、平成 27 年の 2,869 人をピークに

減少傾向となっています。 

平成 27 年と令和６年の比較を地域別にみると、坂下地区以外はいずれも減少して

います。中でも野登地区は 50%以上、昼生地区と井田川地区、白川地区は 30%以上、

亀山地区と神辺地区、関地区、加太地区は 20%以上の大幅な減少となっています。 

◆ 亀山市の未就学児人口の推移                   （単位：人） 

  
平成 
27 年 

平成 
28 年 

平成 
29 年 

平成 
30 年 

平成 
31 年 

令和 
２年 

令和 
３年 

令和 
４年 

令和 
５年 

令和 
６年 

増減率 

亀山地区 930 945 930 929 902 856 832 792 762 732 78.7% 

昼生地区 50 41 39 39 45 40 35 38 34 33 66.0% 

井田川地区 844 843 804 788 774 744 726 697 629 581 68.8% 

川崎地区 522 498 455 451 462 474 452 467 432 431 82.6% 

野登地区 86 72 66 70 59 60 49 56 47 41 47.7% 

白川地区 28 35 32 31 33 31 28 24 15 17 60.7% 

神辺地区 147 151 140 135 122 117 120 108 85 111 75.5% 

関地区 230 211 213 209 210 210 198 194 179 180 78.3% 

坂下地区 4 5 6 5 5 6 8 9 9 11 275.0% 

加太地区 28 26 27 26 22 27 27 24 17 21 75.0% 

合計 2,869 2,827 2,712 2,683 2,634 2,565 2,475 2,409 2,209 2,158 75.2% 

※増減率は平成 27年と令和６年の比較          資料：住民基本台帳(各年４月１日現在) 
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57.6%

55.3%

55.3%

54.9%

52.7%

21.7%

17.8%

14.5%

12.1%

9.1%

0.2%

0.5%

1.4%

1.1%

0.6%

20.5%

26.4%

28.7%

31.8%

34.0%

平成12年

平成17年

平成22年

平成27年

令和２年

核家族 その他親族世帯 非親族世帯 単独世帯

（４）世帯の推移 

①世帯数と世帯の平均人数の推移 

本市の世帯の状況をみると、世帯数は増加し続けている一方、１世帯当たりの平

均人員数は平成 27 年の 2.42 人から令和６年の 2.20 人まで減少し続けています。 

◆ 亀山市の世帯数と平均世帯人員数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳(各年４月１日現在) 
 
②世帯構成の推移 

世帯構成の推移をみると、構成比では、単独世帯は増加していますが、核家族世

帯、その他親族世帯は減少しています。 

一方、世帯数の実数でみると、平成 12 年から令和２年にかけて核家族世帯が約

2,000 世帯、単独世帯が約 4,000 世帯と、それぞれ大幅に増加しています。 

◆ 亀山市の世帯構成の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：世帯） 

  平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和２年 

核家族世帯 8,893 9,849 10,624 10,913 10,846 

その他親族世帯 3,350 3,165 2,792 2,401 1,870 

非親族世帯 31 87 264 223 125 

単独世帯 3,166 4,709 5,515 6,313 7,005 

資料：国勢調査  
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平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

（％）

（５）就労の状況 

①産業別就労人口 

本市の産業別就業者数の推移をみると、男女ともに減少が続いていましたが、女

性は平成 27 年から令和２年にかけて増加しています。男女別の就業率は、男性が概

ね 90％前後で推移しているのに対し、女性は平成 22 年以降増加しています。 

また、産業別の状況をみると、男女ともに農林業などの第１次産業が最も少なく、

減少傾向となっています。男性は製造業などの第２次産業が最も多く、概ね横ばい

となっています。一方、女性は第３次産業が最も多く、増加が続いていますが、第

２次産業は減少傾向となっています。 

◆ 産業別就労人口の推移 

  
男性 女性 

平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和２年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和２年 

年少人口(人) 3,571 3,757 3,570 3,516 3,307 3,554 3,444 3,263 

生産年齢人口(人) 16,820 17,028 15,707 15,649 15,493 15,372 14,376 13,962 

老年人口(人) 4,265 4,812 5,555 5,996 5,797 6,145 6,885 7,449 

就業者数(人) 15,257 14,964 14,142 13,631 10,383 10,297 10,192 10,335 

就業率(%) 90.7% 87.9% 90.0% 87.1% 67.0% 67.0% 70.9% 74.0% 

第１次産業(%) 4.1% 3.0% 3.2% 2.7% 3.6% 2.4% 2.6% 2.3% 

第２次産業(%) 52.8% 49.1% 49.3% 51.0% 26.0% 22.4% 21.4% 20.9% 

第３次産業(%) 41.1% 39.0% 42.4% 42.7% 68.5% 66.8% 71.4% 72.3% 

分類不能(%) 2.1% 8.9% 5.1% 3.7% 1.9% 8.4% 4.6% 4.6% 

資料：国勢調査 

②女性の労働力率 

本市の女性の年齢５歳階級別労働力率の推移をみると、平成 12 年は一般に言われ

る女性の結婚・出産に伴う就労率の低下状況を表すМ字カーブが強く表れているの

に対し、令和２年には 30 歳から 34 歳の年代のくぼみがほとんど見られない状況と

なっており、女性の就労意向が高まっていることが表れています。 

◆ 女性の年齢５歳階級別労働力率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

資料：国勢調査  
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（６）婚姻・出産の状況 

①未婚率の推移 

本市の男性の未婚率をみると、いずれの年代ともに増加傾向が続いており、生涯

未婚率とされる 45歳から 49歳での未婚率が 30.45%とおよそ３人に１人が未婚とな

っています。 

また、女性の未婚率は、全体的には男性よりも低いものの、男性同様に未婚率が

上昇傾向となっています。生涯未婚率についても、平成 17 年の 3.20%から令和 2年

の 11.54%へ４倍近く高まっています。 

◆ 男性未婚率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

◆ 女性未婚率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

  
男性 女性 

平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和２年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和２年 

15～19 歳 99.61% 99.82% 99.64% 99.20% 97.72% 99.02% 99.08% 99.16% 

20～24 歳 89.11% 88.66% 91.76% 98.25% 82.38% 83.55% 85.01% 89.62% 

25～29 歳 67.33% 64.26% 67.71% 73.58% 50.28% 47.90% 51.10% 58.65% 

30～34 歳 42.68% 42.93% 42.00% 50.00% 23.32% 24.55% 26.93% 32.33% 

35～39 歳 28.10% 32.58% 33.30% 29.31% 9.44% 14.90% 17.50% 17.39% 

40～44 歳 15.08% 24.93% 28.20% 32.11% 6.11% 8.34% 12.97% 14.62% 

45～49 歳 14.01% 16.58% 24.73% 30.45% 3.20% 5.34% 8.70% 11.54% 
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93.4%

92.9%

90.8%

89.8%

5.8%

6.3%

8.5%

9.1%

0.5%

0.3%
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0.5%
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0.0%

0.5%
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今回調査

前回調査

両親がいる 母子家庭 父子家庭 その他

就学前児童

小 学 生

２．アンケート調査からみる亀山市の子ども・子育て支援の状況 

（１）亀山市子ども・子育て支援に関するアンケート調査 

第３期子ども・子育て支援事業計画の策定に当たって、第２期計画策定時と同様

に、市内在住の就学前児童及び小学生の保護者を対象として、令和６年２月にアン

ケート調査を実施しました。 

調査の実施については、在園児及び在校生の保護者に対しては、施設を通じた配

布・回収を行い、未就園児の保護者に対しては郵送による配布・回収を行いました。 

※「在園児」、「未就園児」をはじめ、本計画において「園」と表記する場合は保育所、幼稚園及
び認定こども園を指します（以下同じ）。 

 

【回収結果】 

調査種別 配布数 回収数 有効回収数 有効回収率 

就学前児童調査 

（就学前児童） 
1,252 1,016 1.014 81.0% 

小学校児童調査 

（小学生） 
656 600 599 91.3% 

 

 

①子育て家庭の状況 

【保護者の状況】 

就学前児童の保護者の状況をみると、「両親がいる家庭」は 93.4%、「母子家庭」は

5.8%、「父子家庭」は 0.5%となっており、前回調査とほぼ同じ傾向となっています。 

小学生についても同様で、「両親がいる家庭」は 90.8%、「母子家庭」は 8.5%、「父

子家庭」は 0.7%となっており、前回調査とほぼ同じ傾向となっています。 

就学前児童と小学生を比較すると、小学生のほうが「母子家庭」の比率がやや高

くなっています。 

◆ 保護者の状況 
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小 学 生

70.3%

61.8%

69.3%

64.1%

29.3%

36.8%

30.2%

34.3%

0.0%

0.3%

0.4%

0.8%

0.0%

1.0%

0.2%

0.6%

0.4%

0.1%
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父母ともに 主に母親 主に父親

主に祖父母 その他

就学前児童

小 学 生

【子育て（教育を含む）の主体】 

子育て家庭において、子育て（教育を含む）を主体的に行っているのは、就学前

児童、小学生ともに、「父母ともに」が最も高く、就学前児童が 66.8%、小学生が 63.1%

となっています。次いで「主に母親」で、就学前児童が 32.0%、小学生が 35.3%とな

り、いずれも全体の約 98%を占めています。 

前回調査との比較では、就学前児童については、「父母ともに」が増加する一方、

「主に母親」が減少しており、父親の育児参加が進んでいる状況がみられます。小

学生についても、「父母ともに」が増加し、「主に母親」が減少しています。 

◆ 子育てを主体的に行っているもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、両親がいる世帯についてみてみると、いずれも「主に母親」が減少し、「父

母ともに」が約 70%と高くなっています。 

◆ 両親がいる世帯の子育てを主体的に行っているもの 
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32.5%

53.2%

1.0%

10.8%

16.2%

32.1%

57.3%

2.0%

15.9%

10.4%

0 20 40 60 80

今回調査

前回調査

日常的に祖父母等の親族にみてもらえる

緊急時もしくは用事の際には祖父母等の
親族にみてもらえる

日常的に子どもをみてもらえる友人・知人
がいる

緊急時もしくは用事の際には子どもをみて
もらえる友人・知人がいる

いずれもいない

②子育て家庭の頼る存在や相談対象 

【子育て家庭の頼る存在】 

子育て家庭にとって、頼ることのできる存在に関する項目では、就学前児童は「日

常的に祖父母等の親族にみてもらえる」が 29.7%から 32.0%に微増していますが、小

学生はほぼ変化はありません。「緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみて

もらえる」については、就学前児童は 61.6%から 62.7%と 1.1 ポイント微増し、小学

生は 57.3%から 53.2%と 4.1 ポイント減少しています。一方、「いずれもいない」に

ついては、小学生では 10.4%から 16.2%に 5.8 ポイント増加しています。 

◆ 子どもをみてもらえる親族等の状況（就学前児童） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 子どもをみてもらえる親族等の状況（小学生） 
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【子育て家庭の相談先】 

子育て家庭の日常の悩み事などの相談相手となっているのは、前回調査に引き続

き、「祖父母等の親族」「友人や知人」といった身近な存在となっており、いずれも

70%以上と高くなっていますが、就学前児童、小学生ともに「祖父母等の親族」は微

増し、「友人や知人」は減少しています。 

一方、施設等への相談については、「保育所」「幼稚園」「認定こども園」や「小学

校」といった平日の日中を過ごす施設が高く、就学前児童、小学生ともに、前回調

査時よりも増加しています。 

◆ 子育てに関する相談の状況 

就学前児童                小学生 
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③保護者の就労の状況 

【保護者の就労の状況】 

父親の就労状況をみると、前回調査、今回調査ともに 98%以上の大多数がフルタイ

ム勤務をしています。 

一方、母親の就労状況をみると、前回調査時に比べ、育児休業中も含めてフルタ

イム勤務の人が就学前児童、小学生ともに増加し、未就労の人が減少しており、就

労しながら子育てを行う家庭が増加しています。 

◆ 父親の就労の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

◆ 母親の就労の状況 
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１歳未満 １歳台 ２歳台 ３歳以上
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【育児休業の取得状況】 

母親の育児休業等の取得状況をみると、「育児休業を取得中」もしくは「育児休業

を取得し、復帰した」とした人が合わせて 39.2%から 48.7%と 9.5 ポイント増加して

おり、母親の育児休業取得は浸透している状況がみられます。 

一方、父親についても 2.4%から 13.0%と 10.6 ポイントの増加となっており、父親

の育児休業取得も徐々に浸透しつつあります。 

◆ 育児休業の取得状況（就学前児童）                   単位：% 

  
母親 父親 

今回調査 前回調査 増減 今回調査 前回調査 増減 

出産以前から働いていなかった 21.9 29.6 △ 7.7 0.8 0.4 0.4 

出産を機に仕事を辞めた 21.1 26.0 △ 4.9 0.1 0.0 0.1 

育児休業中に退職した 3.8 2.0 1.8 0.1 0.0 0.1 

育児休業を取得中である 8.8 6.0 2.8 1.2 0.1 1.1 

育児休業を取得し、復帰した 39.9 33.2 6.7 11.8 2.3 9.5 

育児休業を取得せず、働き続けている 4.5 3.2 1.3 86.1 97.2 △ 11.1 

 

【育児休業制度の取得希望と取得可能期間の状況】 

取得を希望する子どもの年齢をみると、母親では「１歳台」の希望が 39.5%と最も

高くなっており、制度を完全に活用することを希望していない状況がみられます。

その理由として挙げられているのは、経済的な理由での早期復職を希望することや、

人事異動や業務の節目などを意識した復職が挙げられています。 

父親では、母親に比べると育児休業の取得希望期間は短い傾向にありますが、子

どもの成長に合わせて、特に 1 歳になるまでは積極的に育児に関わりたいと考えて

いる人が多いことがわかります。 

◆ 育児休業の取得希望期間と取得可能期間（就学前児童） 

〔母親〕 

 

 

 

 

 

 

〔父親〕 
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【育児休業からの復職時期の状況】 

母親の育児休業からの復職時期については、「３歳以上」の希望が 26.5%であるの

に対し、実際に「３歳以上」まで取得できたのは 3.7%、父親でも同様に「１歳台」

の希望が 36.2%であるのに対し、実際に「１歳台」まで取得できたのは 12.3%にとど

まるなど、様々な事情からすべての人が希望通りに育児休業を取得できていない状

況が表れています。 

その要因をみると、希望より早く復帰した人については、父母ともに「勤務先の

制度では、その時期までしか取れなかったため」が最も高くなっています。希望よ

り遅く復帰した人については、「希望する保育所に入れなかったため」が最も高くな

っています。 

◆ 育児休業から復職した時期の希望と実情 

 〔母親〕               〔父親〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

◆ 復職時期が希望と異なる理由 

   〔「希望」より早く復帰〕        〔「希望」より遅く復帰〕 
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22.6%

58.3%

15.5%

2.7%

0.3%

0.5%

0.1%

27.0%

59.5%

9.9%

2.3%

0.8%

0.4%

0.0%

0 20 40 60 80

今回調査

前回調査

幼稚園

保育所

認定こども園

小規模保育施設

事業所内保育施設

その他の保育施設

その他

50.2%

84.3%

2.7%

0.0%

1.2%

0.3%

1.1%

56.9%

72.9%

2.5%

0.9%

1.2%

0.5%

1.1%

0 20 40 60 80 100

今回調査

前回調査

子どもの教育や発達のため

保護者が現在就労しているため

保護者が就労予定であるため／
求職中であるため

保護者が家族・親族などを介護して
いるため

保護者に病気や障がいがあるため

保護者が学生であるため

その他

④教育・保育事業の利用 

【平日の定期的な教育・保育事業の利用状況】 

平日の定期的な教育・保育事業として利用している施設は、前回に続き、「保育所」

が最も高く、次いで「幼稚園」となっています。いずれもやや減少していますが、

認定こども園や小規模保育事業が市内に整備されたことが影響しています。 

事業を利用している理由は、「保護者が現在就労しているから」「子どもの教育や

発達のため」が 50%以上となっていますが、「保護者が現在就労しているため」が 11.4

ポイント増加し、「子どもの教育や発達のため」は 6.7 ポイント減少しています。 

◆ 現在、利用している施設の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 現在、事業を利用している理由 
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24.6%

56.1%

18.1%

0.3%

0.7%

0.0%

0.1%

30.0%

55.7%

12.8%

0.6%

0.7%

0.0%

0.2%

0 20 40 60 80

今回調査

前回調査

幼稚園

保育所

認定こども園

小規模保育施設

事業所内保育施設

その他の保育施設

その他

【平日の定期的な教育・保育事業の今後の利用意向】 

今後の平日の定期的な教育・保育事業の利用意向については、「保育所」が 56.1%

と最も高く、前回とほぼ変化はありません。「幼稚園」は 24.6%と 5.4 ポイント減少

している一方、「認定こども園」は 18.1%と 5.3 ポイント増加しています。 

事業を利用したい理由は、「現在就労しているから」が最も高い 70.7%で、前回か

ら 8.8 ポイント増加しています。 

いずれも、現状の利用状況と似た傾向となっていますが、就労による影響がより

顕著に表れています。 

◆ 今後、利用したいと考えている施設 
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70.7%

5.4%

6.1%

6.5%

9.1%

0.1%

0.1%

0.0%

2.0%

61.9%

7.2%

6.7%

10.1%

11.7%

0.1%

0.1%

0.1%

2.1%

0 20 40 60 80

今回調査

前回調査

現在就労しているから

現在就労しているが、もっと就労日数や
就労時間を増やしたいから

就労予定があるから／求職中であるから

そのうち就労したいと考えているから

就労していないが、子どもの教育などの
ために子どもを預けたいから

家族・親族などを介護しなければならないから

病気や障がいを持っているから

学生であるから／就学したいから

その他

 

◆ 今後、事業を利用したい理由 
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10.3%

69.2%

66.7%

38.5%

5.1%

10.3%

5.1%

13.2%

55.3%

50.0%

26.3%

5.3%

10.5%

10.5%

3.3%

60.0%

63.3%

43.3%

0.0%

10.0%

6.7%

0.0%

52.6%

68.4%

42.1%

0.0%

0.0%

21.1%

0 20 40 60 80

０歳児(2023年生まれ)

満０歳児

１歳児

２歳児

特に条件なく利用したい

利用料金が安く済むのであれば利用したい

利用したい日時に利用できるのであれば利用したい

利用する園を選べるのであれば利用したい

その他

利用しない

わからない

【『乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）』を利用したい条件】 

現在、平日の定期的な教育・保育事業を利用していない人の『乳児等通園支援事

業（こども誰でも通園制度）』を利用したい条件について年齢別にみると、「０歳児

(2023 年生まれ)」と「満０歳児」では「利用料金が安く済むのであれば利用したい」

が最も高く、「１歳児」と「２歳児」では「利用したい日時に利用できるのであれば

利用したい」が最も高くなっています。 

◆ 『乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）』を利用したい条件 
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70.1%

15.0%

36.3%

0.5%

2.7%

27.0%

0.3%

2.4%

1.9%

75.9%

18.2%

42.5%

0.7%

5.9%

21.9%

0.6%

2.4%

0 20 40 60 80

今回調査

前回調査

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事

児童センター

放課後子ども教室

放課後児童クラブ〔学童保育〕

ファミリー・サポート・センター

放課後等デイサービス ※

その他

83.6%

1.3%

9.5%

1.8%

3.6%

8.5%

84.7%

2.3%

7.4%

3.8%

2.8%

9.9%

0 20 40 60 80 100

今回調査

前回調査

利用する必要がないから

空きがないから

経済的な理由で事業を利用できないから

曜日や時間帯の条件が合わないから

事業の質や場所など、納得できる事業が
ないから

その他

⑤小学生の放課後の過ごし方 

【現在、放課後を過ごしている場所】 

現在の放課後の過ごし方は、前回に続き「自宅」が 70.1%で最も高く、次いで「習

い事」が 36.3%となりますが、前回から「自宅」が 5.8 ポイント、「習い事」が 6.2

ポイント減少しています。また、「祖父母宅や友人・知人宅」が 15.0%で 3.2 ポイン

ト減となる一方、「放課後児童クラブ」が 27.0%で 5.1 ポイント増加しています。 

放課後児童クラブを利用しない理由をみると、「利用する必要がないから」が83.6%

と最も高くなっており、全体的に前回調査とほぼ同じ傾向となっています。 

◆ 現在の放課後の過ごし方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※前回調査時には市内に施設がなく設問になかった施設 

◆ 放課後児童クラブを利用しない理由 
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73.9%

17.0%

38.5%

2.8%

4.4%

24.3%

0.7%

2.8%

4.6%

77.0%

19.8%

43.5%

2.3%

8.6%

21.7%

1.3%

5.1%

0 20 40 60 80

今回調査

前回調査

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事

児童センター

放課後子ども教室

放課後児童クラブ〔学童保育〕

ファミリー・サポート・センター

放課後等デイサービス ※

その他

0.0%

1.2%

10.7%

20.8%

10.7%

56.5%

0.0%

0.0%

7.3%

19.9%

11.9%

60.9%

0 20 40 60 80

今回調査

前回調査

小学１年生まで

小学２年生まで

小学３年生まで

小学４年生まで

小学５年生まで

小学６年生まで

【今後、放課後を過ごさせたい場所】 

今後、放課後を過ごさせたい場所は、「自宅」が 73.9%で最も高くなっています。

次いで「習い事」が 38.5%となりますが、前回から 5.0 ポイント減少、「祖父母宅や

友人・知人宅」が 17.0%で 2.8 ポイント減少となり、「放課後児童クラブ」は 24.3%

で 2.6 ポイント増加しています。 

放課後児童クラブを利用したい期間は、前回同様「小学６年生まで」が最も高く、

56.5%となっていますが、前回から 4.4 ポイント減少しています。一方、「小学３年

生まで」は 10.7%と前回から 3.4 ポイント増加しており、低学年の間は放課後児童

クラブを利用したいと考える人が増加しています。 

◆ 今後、放課後を過ごさせたい場所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※前回調査時には市内に施設がなく設問になかった施設 

◆ 放課後児童クラブを利用したい期間 
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8.0%

11.4%

7.4%

7.3%

84.7%

81.2%

今回調査

前回調査

経済的貧困 文化的貧困 非該当

（２）亀山市子どもの生活実態に関する調査結果報告書 

第３期子ども・子育て支援事業計画の策定に当たっては、第２期計画策定時と同

様に、子どもの生活実態について、市内在住の就学前児童及び小学生および中・高

生の保護者並びに、支援制度の利用者を対象に、令和６年２月にアンケート調査を

実施しました。 

調査の実施については、在園児及び在校生の保護者に対しては、施設を通じた配

布・回収を行い、未就園児の保護者及び支援制度利用者に対しては郵送による配布・

回収を行いました。 

なお、就学前児童及び小学生の保護者のアンケートについては、子ども・子育て

に関するアンケートと併せて実施しています。 

 
【回収結果】 

調査種別 配布数 回収数 有効回収数 有効回収率 

就学前児童調査 
（就学前児童） 

1,252 1,016 1.014 81.0% 

小学校児童調査 
（小学生） 

656 600 599 91.3% 

中・高生調査 
（中・高生） 

432 395 395 91.4% 

支援制度利用者調査 
（支援制度利用者） 

390 142 142 36.4% 

 
①経済的貧困と文化的貧困 

アンケート調査の全体調査における分基軸は「経済的貧困」と「文化的貧困※1」

に着目することとします。「経済的貧困」については、「相対的貧困層※2」に該当す

るものとして分析します。加えて、本調査においては、主に親子関係に起因する「経

済的には困窮していなくとも、親子の関係や愛情が希薄であるため、結果的に子ど

もが貧困と同じような状況に陥っているおそれがある」状況を「文化的貧困」と位

置付け、分析することとします。 

全体調査における、上記の「経済的貧困」と「文化的貧困」に該当する人の割合

は下図の通りです。 

◆ 全体調査 

 

 

 

 
 

 

※1「文化的貧困」とは、親子関係に関する設問「４問」のうち、２つ以上、否定的な回答を選択した人で、

相対的貧困層に該当しない人。 

  【設問：お子さんと十分時間を過ごしている、よく会話をする、十分愛情をかけている、自分自身のこ

とよりも子どものことや教育にお金を使うことが多い】 

※2「相対的貧困層」とは、等価可処分所得（世帯の可処分所得を世帯人員の平方根で割って調整した所得）

の中央値の半分（貧困線）という。）に満たない世帯を指します。  
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17.6%

16.9%

17.1%

11.9%

18.1%

15.1%

15.3%

55.6%

59.9%

47.1%

52.5%

56.7%

44.5%

55.0%

10.6%

11.2%

17.1%

13.6%

9.6%

18.5%

12.2%

12.4%

8.5%

12.9%

13.6%

12.2%

14.3%

12.2%

2.7%

2.0%

4.3%

5.1%

2.3%

2.5%

4.6%

1.2%

1.5%

1.4%

3.4%

0.9%

5.0%

0.8%

十分理解できている まあ理解できている

どちらとも言えない あまり理解できていない

ほとんど理解できていない 分からない

全体(今回調査)【N=774】

全体(前回調査)【N=952】

経済的貧困【N=70】

文化的貧困【N=59】

非該当 【N=645】

支援制度利用者
(今回調査)【N=119】

支援制度利用者
(前回調査)【N=131】

②教育支援に関すること 

【学校での授業が理解できているか】 

子どもの学校での授業への理解については、「非該当」では「十分」と「まあ」を

合わせた、理解できていると答えた『肯定的な回答』が 74.8%となっています。一方、

「文化的貧困」では「あまり」または「ほとんど」理解できていないと答えた『否定

的な回答』が 18.7%と、他の区分に比べて高くなっています。 

全体結果を前回調査と比較すると、『肯定的な回答』は 3.6 ポイント減少していま

す。 

「支援制度利用者」では『肯定的な回答』が約６割となっており、『否定的な回答』

は 16.8%となっています。前回調査と比較すると、『肯定的な回答』は 10.7 ポイント

減少しています。 

◆ 学校での授業が理解できているか 

 

 

 

 

 
 
  〔今回調査・内訳〕 
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17.3%

21.9%

13.0%

8.5%

18.6%

16.8%

20.0%

43.2%

40.1%

37.7%

25.4%

45.4%

35.3%

32.3%

25.6%

23.0%

30.4%

33.9%

24.3%

27.7%

30.0%

14.0%

15.0%

18.8%

32.2%

11.8%

20.2%

17.7%

よく見ている たまに見ている

あまり見ていない まったく見ていない

全体(今回調査)【N=774】

全体(前回調査)【N=949】

経済的貧困【N=69】

文化的貧困【N=59】

非該当 【N=646】

支援制度利用者
(今回調査)【N=119】

支援制度利用者
(前回調査)【N=130】

 
【家で子どもの勉強を見ることはあるか】 

保護者が家で子どもの勉強を見ることがあるかどうかについては、「よく」と「た

まに」を合わせた、見ていると答えた『肯定的な回答』が「非該当」では 64.0%と他

に比べて高くなっていますが、「文化的貧困」では 33.9%と、他の区分に比べて低く

なっています。 

「支援制度利用者」については、『肯定的な回答』が 52.1%となっており、「あまり」

と「まったく」を合わせた、見ていないと答えた『否定的な回答』が 47.9%となって

います。 

◆ 家で子どもの勉強を見ることはあるか 

 

 

 

 

 
 
  〔今回調査・内訳〕 
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60.2%

56.6%

39.5%

52.1%

63.2%

50.0%

43.5%

39.8%

43.4%

60.5%

47.9%

36.8%

50.0%

56.5%

通っている 通っていない

全体(今回調査)【N=968】

全体(前回調査)【N=960】

経済的貧困【N=86】

文化的貧困【N=73】

非該当 【N=809】

支援制度利用者
(今回調査)【N=122】

支援制度利用者
(前回調査)【N=131】

【塾や習い事に通っているか】 

子どもが塾や習い事に通っているかどうかについては、「非該当」「文化的貧困」

では「通っている」がそれぞれ 63.2%、52.1%に上りますが、「経済的貧困」では 39.5%

と低く、格差が生じていると思われます。 

「支援制度利用者」では「通っている」は 50.0%となっています。 

◆ 塾や習い事に通っているか 

 

 

 

 

 
 
  〔今回調査・内訳〕 
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84.3%

86.1%

77.3%

77.1%

85.5%

70.5%

71.3%

10.1%

8.6%

13.6%

12.5%

9.6%

18.0%

16.7%

3.9%

3.6%

5.8%

9.0%

3.3%

8.6%

8.0%

1.6%

1.7%

3.2%

1.4%

1.5%

2.9%

4.0%

毎日食べる たいてい食べる あまり食べない

食べない

全体(今回調査)【N=1,951】

全体(前回調査)【N=2,043】

経済的貧困【N=154】

文化的貧困【N=144】

非該当 【N=1,653】

支援制度利用者
(今回調査)【N=139】

支援制度利用者
(前回調査)【N=150】

③生活支援等に関すること 

【朝食を毎日食べるか】 

朝食を毎日食べるかどうかについては、「非該当」では、「毎日」「たいてい」は食

べるという人が合わせて約 95%に上り、大半の子どもが朝食を食べています。一方、

「文化的貧困」では、「あまり食べない」「食べない」という人が約１割あります。 

「支援制度利用者」では、「毎日」が比較的数なく 70.5%となっていますが、「たい

てい」を加えた、食べるという人は合わせて 88.5%に上ります。「あまり食べない」

「食べない」という人はやや多く、合わせて 11.5%に上ります。 

◆ 朝食を毎日食べるか 

 

 

 

 

 
 
  〔今回調査・内訳〕 
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45.4%

39.3%

67.5%

36.4%

44.1%

66.9%

65.1%

46.3%

51.9%

21.2%

42.7%

48.9%

18.0%

20.8%

3.7%

3.9%

6.6%

13.3%

2.6%

6.5%

6.7%

2.3%

1.8%

3.3%

3.5%

2.1%

5.0%

4.7%

2.3%

3.1%

1.3%

4.2%

2.3%

3.6%

2.7%

家族そろって食べる

大人の家族の誰かと一緒に食べる

きょうだいと一緒に子どもだけで食べる

一人だけで食べる

その他

全体(今回調査)【N=1,929】

全体(前回調査)【N=2,037】

経済的貧困【N=151】

文化的貧困【N=143】

非該当 【N=1,635】

支援制度利用者
(今回調査)【N=139】

支援制度利用者
(前回調査)【N=149】

【夕食をだれと食べるか】 

夕食をだれと食べるかについては、「非該当」「文化的貧困」では「大人の家族の

誰かと一緒に食べる」が最も高く４～５割に上ります。次いで、「家族そろって食べ

る」が４割前後となっています。また、「経済的貧困」では「家族そろって食べる」

が 67.5%と最も高く、「大人の家族の誰かと一緒に食べる」は 21.2%となっています。 

一方、「文化的貧困」では「きょうだいと一緒」と「一人だけで」を合わせた子ど

もだけで食べている人が 16.8%と、他の区分に比べて高くなっています。 

「支援制度利用者」では「家族そろって」が 66.9%に上り、「大人の家族の誰かと

一緒に」は 18.0%となっています。 

◆ 夕食をだれと食べるか 

 

 

 

 

 
 
  〔今回調査・内訳〕 
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1.9%

4.4%

1.1%

2.7%

1.9%

5.0%

11.9%

3.4%

7.6%

1.1%

4.1%

3.6%

5.0%

7.9%

11.2%

17.7%

6.9%

5.5%

12.2%

7.1%

13.2%

32.5%

30.5%

31.0%

34.2%

32.5%

28.6%

25.8%

27.7%

22.4%

32.2%

17.8%

28.1%

25.7%

16.6%

23.3%

17.4%

27.6%

35.6%

21.8%

28.6%

24.5%

まったくしない 30分より少ない 30分～1時間

1時間～2時間 2時間～3時間 3時間以上

全体(今回調査)【N=964】

全体(前回調査)【N=945】

経済的貧困【N=87】

文化的貧困【N=73】

非該当 【N=804】

支援制度利用者
(今回調査)【N=140】

支援制度利用者
(前回調査)【N=151】

 
【ゲームやスマホを利用する時間】 

子どものゲーム・スマホの利用時間については、「非該当」では「１時間～２時間」

が、「経済的貧困」では「２時間～３時間」が、「文化的貧困」では「３時間以上」が

それぞれ最も高くなっています。２時間以上ゲームやスマホを利用している割合は、

「非該当」の 49.9%に対し、「経済的貧困」では 59.8%と高くなっています。 

全体結果を前回調査と比較すると、２時間以上ゲームやスマホを利用している割

合は 11.2 ポイント増加しています。 

「支援制度利用者」では「１時間～２時間」と「３時間以上」が 28.6%で同率とな

っています（支援制度利用者の回答には就学前児童も含みます）。 

◆ ゲーム・スマホを利用する時間 

 

 

 

 

 
 
  〔今回調査・内訳〕 
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38.6%

37.8%

36.5%

0.0%

42.1%

25.7%

26.4%

45.9%

42.4%

50.6%

6.2%

48.9%

45.7%

45.9%

13.3%

17.0%

10.3%

74.0%

8.3%

20.7%

16.2%

2.3%

2.8%

2.6%

19.9%

0.7%

7.9%

11.5%

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない

全体(今回調査)【N=1,978】

全体(前回調査)【N=2,057】

経済的貧困【N=156】

文化的貧困【N=146】

非該当 【N=1,676】

支援制度利用者
(今回調査)【N=140】

支援制度利用者
(前回調査)【N=148】

【子どもと十分時間を過ごしていると感じるか】 

子どもと十分時間を過ごしていると感じるかどうかについては、「そう思う」と「ど

ちらかといえばそう思う」を合わせた『肯定的な回答』は、「非該当」「経済的貧困」

ではいずれも８割を超えています。一方、「文化的貧困」では『肯定的な回答』はわ

ずか 6.2%となっており、「そう思わない」「どちらかといえばそう思わない」を合わ

せた『否定的な回答』が 93.9%に上っています。 

全体結果を前回調査と比較すると、『肯定的な回答』は 4.3 ポイント増加していま

す。 

「支援制度利用者」では『肯定的な回答』は約７割となっています。 

◆ 子どもと十分時間を過ごしていると感じるか 

 

 

 

 

 
 
  〔今回調査・内訳〕 
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52.0%

49.4%

59.0%

2.7%

55.6%

42.1%

42.3%

41.7%

42.4%

36.5%

28.1%

43.4%

43.6%

40.3%

5.5%

7.8%

2.6%

60.3%

1.0%

11.4%

15.4%

0.8%

0.4%

1.9%

8.9%

0.0%

2.9%

2.0%

そう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない そう思わない

全体(今回調査)【N=1,979】

全体(前回調査)【N=2,056】

経済的貧困【N=156】

文化的貧困【N=146】

非該当 【N=1,677】

支援制度利用者
(今回調査)【N=140】

支援制度利用者
(前回調査)【N=149】

【子どもとよく会話をするか】 

子どもとよく会話をするかどうかについては、「そう思う」と「どちらかといえば

そう思う」を合わせた『肯定的な回答』は、「非該当」「経済的貧困」ではいずれも

９割を超えています。一方、「文化的貧困」では『肯定的な回答』は 30.8%となって

おり、「そう思わない」「どちらかといえばそう思わない」を合わせた『否定的な回

答』が 69.2%に上っています。 

「支援制度利用者」でも『肯定的な回答』は８割強となっており、前回調査と比

較すると、3.1 ポイント増加しています。 

◆ 子どもとよく会話をするか 

 

 

 

 

 
 
  〔今回調査・内訳〕 
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10.6%

14.2%

9.0%

9.6%

10.9%

9.4%

7.4%

33.7%

36.7%

27.1%

27.4%

34.9%

33.3%

33.6%

51.4%

47.1%

54.8%

57.5%

50.6%

48.6%

55.0%

4.2%

2.1%

9.0%

5.5%

3.7%

8.7%

4.0%

訪問したり、相談しあったりする

世間話や立ち話をする

あいさつする程度

まったくない

全体(今回調査)【N=1,967】

全体(前回調査)【N=2,055】

経済的貧困【N=155】

文化的貧困【N=146】

非該当 【N=1,666】

支援制度利用者
(今回調査)【N=138】

支援制度利用者
(前回調査)【N=149】

④地域社会とのかかわりに関すること 

【近所の方とどの程度の付き合いがあるか】 

近所の方との付き合いの程度については、いずれの区分でも「あいさつする程度」

が最も高くなっています。「訪問したり、相談しあったりする」という深い付き合い

については、「非該当」が 10.9%に上るのに対し、「経済的貧困」「文化的貧困」では

１割弱にとどまっています。 

全体結果を前回調査と比較すると、「訪問したり、相談しあったりする」は 3.6 ポ

イント、「世間話や立ち話をする」は 3.0 ポイント減少し、「あいさつをする程度」

が 4.3 ポイント増加しています。 

「支援制度利用者」でも「あいさつする程度」が 48.6%と最も高く、「訪問したり、

相談しあったりする」は 9.4%と低くなっています。 

◆ 近所の方とどの程度の付き合いがあるか 

 

 

 

 

 
 
  〔今回調査・内訳〕 
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19.3%

24.3%

14.7%

13.7%

20.2%

15.9%

19.5%

48.8%

48.4%

42.3%

47.3%

49.5%

37.7%

44.3%

21.1%

19.4%

23.7%

28.8%

20.2%

23.9%

18.8%

10.8%

7.8%

19.2%

10.3%

10.1%

22.5%

17.4%

よく参加している 時々参加している

あまり参加していない まったく参加していない

全体(今回調査)【N=1,975】

全体(前回調査)【N=2,060】

経済的貧困【N=156】

文化的貧困【N=146】

非該当 【N=1,673】

支援制度利用者
(今回調査)【N=138】

支援制度利用者
(前回調査)【N=149】

【地域の行事に参加しているか】 

地域の行事への参加については、「非該当」「文化的貧困」では「よく」と「時々」

を合わせた、参加していると答えた『肯定的な回答』が６割を超えていますが、「経

済的貧困」では 57.0%と、他の区分に比べて少なくなっています。 

全体結果を前回調査と比較すると、『肯定的な回答』は 4.6 ポイント減少していま

す。 

「支援制度利用者」では『肯定的な回答』は 53.6%であり、「あまり」と「まった

く」を合わせた、参加していないと答えた『否定的な回答』は 46.4%と、他の区分に

比べて高くなっています。前回調査と比較すると、『肯定的な回答』は 10.2 ポイン

ト減少しています。 

◆ 地域の行事に参加しているか 

 

 

 

 

 
 
  〔今回調査・内訳〕 
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92.6%

93.8%

90.9%

83.9%

93.5%

84.6%

81.0%

7.4%

6.2%

9.1%

16.1%

6.5%

15.4%

19.0%

いる／ある ない

全体(今回調査)【N=1,562】

全体(前回調査)【N=1,628】

経済的貧困【N=121】

文化的貧困【N=112】

非該当 【N=1,329】

支援制度利用者
(今回調査)【N=136】

支援制度利用者
(前回調査)【N=147】

⑤行政の支援制度及び必要となる施策に関すること 

【子育てする上で、気軽に相談できる人または場所はあるか】 

子育てに関する相談先については、「非該当」「経済的貧困」では９割以上が「い

る／ある」としています。一方、「文化的貧困」では 16.1%が「ない」としています。 

「支援制度利用者」では 15.4%が「ない」としていますが、前回調査と比較すると

3.6 ポイント減少しています。 

◆ 子育てする上で、気軽に相談できる人または場所はあるか 

 

 

 

 

 
 
  〔今回調査・内訳〕 
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第３章 本市の子ども・子育て支援の取組の状況 

１．教育・保育事業 

 

① 令和６年度の施設利用の状況 

本市の就学前の教育・保育事業の利用状況をみると、年齢が進むにつれて利用率

は上昇し、３歳児以降はほぼ 100％の利用となっており、ほとんどの就学前児童は、

３歳以降、いずれかの施設で集団生活を送っています。また、２歳児については

56.6％、１歳児は 51.0％であり、自宅よりも施設で過ごす子どもが多くなっていま

す。 

施設別では、保育所が 820 人（38.0％＝就学前児童数に対する割合、以下同）、幼

稚園が 364 人（16.9％）、認定こども園が 275 人（12.7％）などとなっています。 

〈令和６年度の年齢別・施設別利用児童数〉 

（単位：か所、人） 

 施設 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計 

保
育
的
な
利
用 

保育所 12 13 103 157 175 179 193 820 

 公立保育所 8 8 61 98 122 125 133 547 

 私立保育所 4 5 42 59 53 54 60 273 

地域型保育事業 2 1 12 13    26 

認定こども園(2・3 号) 2 3 31 42 53 53 62 244 

 公立認定こども園(2・3 号) 1 2 15 21 32 29 38 137 

 私立認定こども園(2・3 号) 1 1 16 21 21 24 24 107 

広域利用  0 4 3 10 7 11 35 

計 16 17 150 215 238 239 266 1,125 

教
育
的
な
利
用 

認定こども園(1 号) 2   0 15 8 8 31 

 公立認定こども園(1 号) 1    9 4 5 18 

 私立認定こども園(1 号) 1   0 6 4 3 13 

幼稚園 5   0 96 120 148 364 

 公立幼稚園 4    25 47 59 131 

 確認を受けない私立幼稚園 1   0 71 73 89 233 

広域利用    0 5 8 11 24 

計 7   0 116 136 167 419 

施設利用児童数合計  17 150 215 354 375 433 1,544 

在宅、認可外保育施設等  286 144 165 8 3 8 614 

就学前児童数  303 294 380 362 378 441 2,158 

施設利用比率  5.6% 51.0% 56.6% 97.8% 99.2% 98.2% 71.5% 

資料：就学前児童数は令和６年４月１日現在の住民基本台帳人口、「施設」は市内の施設数 

施設利用児童数は令和６年４月１日現在の施設利用者数（利用内定児を含まない）  

「在宅、認可外保育施設等」は就学前児童数と施設利用児童数合計との差分である。 
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年齢別・施設別の利用状況をみると、３歳児から５歳児については保育所が 40～

50％、幼稚園が 30％前後で、教育・保育の利用を合わせた認定こども園が 15～20％

となっています。また、０歳児については 90％以上が自宅で過ごしており、１、２

歳児については 40～50％が自宅で過ごしている一方、40％前後は保育所、15％弱が

認定こども園を利用していると考えられます。 

〈令和６年度の年齢別・施設別利用児童状況〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 保育所・幼稚園・認定こども園の利用状況 

就学前児童数が減少する中、保育所の利用児童数が横ばいである一方、幼稚園及

び認定こども園の利用数は減少傾向となっています。利用率で見ると、保育所は上

昇を続けており、認定こども園はゆるやかに上昇し、幼稚園は減少が続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども政策課 
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③ 保育の利用状況 

市内の保育提供施設については、公立保育所８か所、私立保育所４か所、公立認

定こども園１か所、私立認定こども園１か所の計 14 か所で保育を実施しています。 

利用率は上昇傾向にあり、令和６年４月１日現在で３歳未満児が 39.1％、３歳以

上児が 62.9％となっています。 

また、待機児童数については、令和４年度から５年度にかけて大きく減少し、令

和６年４月１日現在は３人、10 月１日現在は 24 人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども政策課 
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④ 幼稚園・認定こども園（教育利用）の利用状況 

市内の幼児教育提供施設については、公立幼稚園４か所、公立認定こども園１か

所、私立認定こども園１か所、私立の確認を受けない幼稚園１か所の計７か所で就

学前教育を実施しています。 

定員数に対する充足率は低下傾向にありますが、令和６年５月１日現在では公立

幼稚園が 34.5％と低下を続けている一方、確認を受けない幼稚園は令和５年度から

６年度にかけて上昇し、76.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども政策課 
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２．地域子ども・子育て支援事業 

 

① 地域子育て支援拠点事業 

子育ての相談にのったり、保護者同士が交流したりする地域子育て支援拠点事業

（地域子育て支援センター）については、市内５か所で実施しています。令和５年

度の延べ利用者数は 1,817 人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども政策課 

 

② 妊婦健康診査 

妊娠中の健康診査にかかる費用を最大 14 回分助成しており、令和５年度の延べ利

用回数は 4,731 回、母子健康手帳交付数は 345 人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども総合支援課 
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③ 乳児家庭全戸訪問事業 

原則として生後４か月までのお子さんのいるすべての家庭を対象に、保健師、助

産師、母子保健推進員等の専門職が訪問し、身体測定、予防接種などの母子保健サ

ービスの案内、母子の健康についての相談や授乳指導等を行っています。令和５年

度の延べ訪問件数は 296 件、訪問率は 100％でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども総合支援課 

 

⑤ 養育支援訪問事業 

子どもの養育に関し、支援が必要であるにも関わらず、積極的に支援を求めるこ

とが難しい家庭に対し、保健師等の訪問による養育支援訪問事業を実施しています。

令和４年度は延べ訪問件数が 130 回と大幅に増えましたが、令和５年度の延べ訪問

件数は 61 件、対象世帯数は 11 世帯でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども総合支援課 
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⑤ 子育て短期支援事業 

保護者の病気等のために一時的に児童養護施設等で預かる子育て短期支援事業に

ついては、市内に受入施設がなく、市外８施設の児童養護施設に委託しています。

令和５年度には３人が延べ 18 回、この事業を利用しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども総合支援課 

 

⑥ ファミリー・サポート・センター事業 

保護者の急な用事の際等の子どもの預かり、保育施設までの送迎等のサービス提

供を行うため、ファミリー･サポート･センターを設置しています。この事業は、依

頼会員と協力会員、両方を兼ねる会員の相互によって提供され、会員数は増加傾向

にあります。令和５年度のサービスの延べ利用回数は 1,354 回となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども政策課 
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⑦ 一時預かり事業 

幼稚園や認定こども園（教育利用）を利用している子どもについて、家庭での保

育が一時的に困難になる場合に、通園する施設で一時的な預かりを行う「幼稚園型」

及び一時預かり（預かり保育）を認定こども園と確認を受けない幼稚園の３か所で

実施し、令和５年度の延べ利用児童数は 9.507 人となっています。 

また、ふだん利用していない施設を利用する「一般型」については、私立保育所

２か所とファミリー・サポート・センターで実施しており、令和５年度の延べ利用

児童数は 828 人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども政策課 

 

⑧ 延長保育事業 

保育標準時間を超えて保育の提供を受ける延長保育事業については、保育園４か

所、認定こども園２か所で延長保育を実施しています。令和５年度は年間延べ 82 人

の利用となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども政策課  
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⑨ 病児保育事業（病後児保育事業） 

病気の急性期から回復期にある子どもを預かる病児保育事業については、市内で

利用できる施設がなく、ファミリー・サポート・センターの病児救急対応強化事業

にて対応していますが、令和５年度の利用はありませんでした。 

 

⑩ 放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業） 

放課後児童クラブ（学童保育所）については、現在 24 か所で運営されています。

令和５年度の利用(登録)児童数は合わせて 773 人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：子ども政策課 
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（余白ページ） 
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第４章 計画の基本的な考え方 

１．基本理念 

 

本市では、平成 17 年度からの「亀山市子育ち応援プラン（次世代育成支援行動計画）」

の考え方を受け継ぎ、平成 27 年度からの第１期計画、令和２年度からの第２期計画にお

いても『子どもの笑顔が輝く 子育て交流のまち かめやま』を基本理念としてきました。 

この基本理念は、保護者による主体的な子育てがしやすくなるよう、地域や行政など

の様々な主体が連携しながら子育て世帯を支えるとともに、子育て世帯同士が互いにつ

ながりあうことで、子育て世帯が孤立することのないまちを目指すものであり、そうし

たまち・亀山で、子どもたちは、生きる力を育みながら、心豊かに成長し、それぞれの

未来へ向かって、笑顔を輝かせながら羽ばたいていくことを期待するものです。 

この間、法制度面においても、本市の施策においても、子育て支援は年々充実してき

ていると言えるものの、子どもの出生数は減少傾向にある一方で、共働き世帯が増える

中で就学前の教育・保育のニーズはますます高まっています。また、全国的には子ども

の虐待、子どもの貧困、ヤングケアラーなど、子どもや子育てを取り巻く環境は厳しさ

を増しているとも言えます。 

令和４年６月に成立し、令和５年４月に施行された「こども基本法」は、憲法はもち

ろん、国連「児童の権利に関する条約」の精神にのっとり、すべての子どもが、将来に

わたって幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指し、子ども施策を総合的に推

進することを目的に、基本理念や国、県、市の責務などを定めています。この法律を受

けて、子どもを権利の主体として位置付け、その上で教育・保育や子育て支援事業など

を進めていく必要があります。 

こうした変化の中にありながらも、これまでの基本理念は子どもの育ち、子育てへの

応援という点で普遍的な意味を持ち、さらに「こども基本法」の基本理念にも合致する

と考えられることから、第３期亀山市子ども・子育て支援事業計画においても引き続き、

下記を基本理念として定めることとします。 

 

 

〔基本理念〕 

子どもの笑顔が輝く 子育て交流のまち かめやま 
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２．基本的な視点 

 

前述のとおり、子どもや子育てを取り巻く環境は刻々と変化し、中には厳しさを増し

ているものもあります。その中で、子どもの育ちや子育て家庭を支えるために必要な支

援も変化していると言えます。 

そうした中にあっても、基本理念と同様、普遍的に意識すべき視点として、第２期計

画に引き続き、次の５つを掲げます。 

 

一人ひとりの子どもが大切にされ、健やかに育つ視点 

子ども・子育てに関する施策を進めるに当たって、子ども一人ひとりにきちんと

向き合い、子どもが大切な存在であることを子どもたち自身に伝わるようにしてい

きます。このことにより、子ども一人ひとりの人権が守られ、自己肯定感を持って

健やかに成長し、将来にわたる幸せにつなげることができます。 

 

すべての親が安心して子育てをする視点 

子どもの成長を支える上で、親は最も大きな存在となります。子どもを持つこと

で初めて親となり、子どもの成長とともに親も成長するものだと言えます。親子が

ともに成長していけるよう、すべての親の子育てを支える意識を持って施策の推進

を図ります。 

 

地域や社会が子どもと子育てを支える視点 

子どもは未来を創造する原動力であり、「地域の宝」とも言われます。子どもは未

来の地域社会を支える担い手であるという認識を持ち、地域全体で子どもを見守り、

子育て世帯を支えていきます。 

 

歴史や自然を子育てに生かす視点 

本市には、東海道のまちなみやそれに根差した生活とつながる歴史文化、市域の

どこからでも見えて自分たちを見守るように存在する鈴鹿山脈の山並みから続く豊

かな自然など、魅力的な地域資源にあふれています。この地で進める子育てが豊か

なものとなるよう、これらの資源を最大限に活用しながら施策の推進を図ります。 

 

子育て世帯に選ばれる視点 

全国的に人口減少が進む中では、子育て世帯に選ばれることで、自治体としての

持続性を高めることができます。多様な施策を効果的に進めることによって、まち

の魅力を高め、子育て世帯に選ばれるよう、各種施策に取り組みます。 
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３．基本目標 

 

基本目標の具現化に向けて実施する様々な施策を束ねる大綱として、また大きな目標

としての意味を併せ持つものとして、第２期計画に引き続き、次の４つの基本目標を掲

げます。なお、これらの目標の実現に向けて、「亀山市こども家庭センター」を中心に、

保健・医療・福祉・教育等の関連部署・機関との連携を図り、取り組みます。 

 

１．幼児教育・保育環境が満たされるまち 

少子化の進展や子育て世帯の就労環境の変化など、就学前教育・保育に関するニ

ーズの変化が進む中にあって、施設の再編を進めるとともに、保育士等を確保する

ことによって、適切かつ持続可能な就学前教育・保育の提供体制の確保を図ります。 

また、就学前から小学校、中学校へとつながりのある成長の中のはじまりの時期

において、地域資源を生かした亀山らしさのある魅力的な幼児教育・保育を展開す

るとともに、きめ細かく切れ目のない保育サービスの提供に努めます。 

 

２．多様な主体に支えられ、子育てがつながるまち 

子育て世帯が楽しく主体的に子育てを進められるよう、子育て世帯のつながりづ

くりと子育て世帯の子育て力の向上を図ります。 

また、地域で園・学校など、子育てに関わる多様な主体のつながりを強めるとと

もに、子どもの成長を見守りながら、子育て世帯のさまざまな不安を解消すること

のできる包括的な相談支援体制を構築します。 

 

３．子どもを明るい未来へつなげるまち 

子どもを取り巻く生活環境は様々であることから、経済的側面のみならず文化的

側面を含め、子ども及び子育て家庭に寄り添った支援を行うとともに、貧困の連鎖

を断ち切るため、自立に向けた支援を行い、子どもの権利が尊重され、すべての子

どもが健やかに自分らしく生きていけるよう、子どもたちの希望に満ちた明るい未

来につなげます。 

 

４．子育ての希望がかなうまち 

子どもを持ちたいと願う人たちが、健康的不安、経済的な負担であきらめること

なく、安心して子どもを産み育てることができるよう、妊娠期からの一貫した支援

に努めます。 

また、多様な価値観の広まる中、それぞれの望むライフスタイルの下で暮らせる

よう、ワーク・ライフ・バランスの推進を図ります。 
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４．施策の体系 
 

基本目標１．幼児教育・保育環境が満たされるまち 

   
  （１）幼児教育・保育に関する受入機能の強化 

①就学前教育・保育施設の再編と整備 
②就学前教育・保育施設の運営体制の強化   

  （２）亀山らしさを生かした魅力的な幼児教育・保育の実践 
①質の高い教育・保育の提供 
②魅力ある教育・保育の充実 
③保育士等への支援体制の強化 

  

  （３）多様な保育サービスの提供 
①特別支援教育・障がい児保育体制の強化 
②きめ細やかな保育サービスの提供 
③多様な子育て援助機能の充実 

  

 

基本目標２．多様な主体に支えられ、子育てがつながるまち 

   
  （１）切れ目のない細やかな子ども支援の推進 

①配慮を必要とする子どもとその保護者への支援 
②障がいのある子どもの自立とその保護者・家庭への支援   

  （２）主体的な子育ての促進と子育て世帯のつながりづくり 
①子育て世帯の子育て力の強化支援 
②子育て世帯の交流支援 
③子育て世帯の孤立の未然防止の取組 

  

  （３）多様な主体が支える子育て支援の充実 
①子育て支援のすそ野の拡大 
②子どもの健全育成活動の充実   

 

基本目標３．子どもを明るい未来へつなげるまち 

   
  （１）子どもの人権を守る取組の充実 

①多様な生活環境にある子どもに対するきめ細かな支援 
②子どもの人権を守る意識の醸成   

  （２）自立に向けた支援体制の充実と確保 
①多様化・複合化した課題に対応できる相談体制の充実 
②就学・進学に関する相談体制の充実 
③家庭の孤立を防ぐ包括的な支援のネットワークづくり 

  

  （３）自立した生活基盤づくりへの支援 
①生活支援の充実 
②就労に関する支援の充実 
③食から支える子ども食堂の充実 
④各種支援制度の周知強化と利用促進 

  

 

基本目標４．子育ての希望がかなうまち 

   
  （１）妊娠期から始まる切れ目のない子育て支援体制の充実 

①妊娠期から始まる親子に対する健康支援の充実 
②安心して子育てのできる意識と環境づくり 
③出産の希望を支える支援 

  

  （２）子どもの居場所づくりの推進と子育てと仕事の両立支援 
①親の就労を支える保育サービスの提供 
②放課後を豊かに過ごす居場所づくり 
③ワーク・ライフ・バランスの推進 
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第５章 施策の展開 

 
 

基本目標１．幼児教育・保育環境が満たされるまち 

（１）幼児教育・保育に関する受入機能の強化 

現状と課題 

〔保育ニーズの変化への対応〕 

●本市においても、依然として出生数と子どもの人口の減少が続いている状況です

が、低年齢児の保育ニーズは引き続き高い状況にあります。アンケート結果から

も、認定こども園を希望する人が増えていることが分かります。本市では、令和

３年２月に策定した「亀山市就学前教育・保育施設の再編方針」に基づき、和田

保育園保育室増設事業などにより低年齢児の受入規模の拡大を行いました。今後

も、こうした保育ニーズに対応していくため、長期的な予測のもとで、量を確保

していくことが求められます。 

 

〔施設の老朽化と配置バランスの改善〕 

●市内の保育所及び幼稚園については施設の老朽化が進んでいることから、各園へ

の聴き取りを行いながら、必要な修繕等を進めています。一方で、地域によって

子どもの人口の減少度合いに差があり、保育ニーズにも地域的な偏りがみられま

す。優先順位を正確に把握したうえで必要な修繕を計画的に実施することが求め

られます。 

 

〔就学前教育・保育現場における人材不足への対応〕 

●就学前教育・保育現場における人材不足は年々深刻化しています。一方で業務の

負担軽減を図るべく、施設管理員の任用や現場におけるＩＣＴの活用を進めてい

ます。今後もニーズに対応し、質の高い就学前教育・保育を提供するためにも、

職員の業務負担の軽減を図るとともに、亀山市定員適正化計画との整合を図りつ

つ、正規職員の確保を図ることが求められます。 
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施策の方向性 

①就学前教育・保育施設の再編と整備 

◇ 子育て世帯の就労状況の変化や就学前教育・保育ニーズの変化に留意し、認定こ

ども園を基本とした施設整備に取り組みます。 

◇ 公立保育所、幼稚園及び認定こども園について、子どもが安全・安心に過ごすこ

とができるよう、既存施設について適切な改修等を行うとともに、施設の充実を

図るための整備についても計画的に行います。 

◇ 利用意向の上昇傾向が続く３歳未満の低年齢児について、既存施設や民間機能を

活用し、受入規模の強化を図ります。 

 

②就学前教育・保育施設の運営体制の強化 

◇ 亀山市定員適正化計画との整合を図りつつ、公立保育所、幼稚園及び認定こども

園における保育士等の専門職について、計画的な正規化の推進を図ります。 

◇ 子どもを適切に受け入れることができるよう、幼児教育・保育を支える必要な人

員配置を図ることで、適切な受入体制の確保を図ります。 

◇ 市が利用調整を行う私立保育所等について、低年齢児の安定的な受入規模の確保

を図るための保育士確保への支援を引き続き検討します。 

◇ 保育士等の業務負担の軽減を図り、幼児教育・保育の質の向上を図るため、ＩＣ

Ｔを活用した業務改善を充実するとともに、保育士等の業務負担を支えるサポー

ト職の配置を検討します。 
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（２）亀山らしさを生かした魅力的な幼児教育・保育の実践 

現状と課題 

〔子どもの育ちを促すツールの活用〕 

●子ども一人ひとりの健やかな育ちのためには、発達段階に応じた適切かつ質の高

い教育・保育の提供が不可欠です。本市では、保育士等への支援として訪問相談

を行い、子どもへの関わり方等について具体的な指導を行うなど、園における指

導力の向上を図っています。また、「亀山市保幼認共通カリキュラム」、「亀山市保

幼認小接続カリキュラム」を活用し、保幼認小間の交流の機会を持ち、段差の少

ない小学校への就学につなげています。 

 

〔子どもの情操を育むための地域資源の活用〕 

●本市が有する歴史や自然等の豊かな地域資源の中で、各園の自然環境を生かした

自然保育を取り入れ、実施しています。また、ファミリー読書リレー、かめやま

読書チャレンジといった、本に親しむ機会づくりにも努めています。今後も、「亀

山らしさ」を生かした活動が求められます。 

 

〔職員のスキルアップ〕 

●就学前教育・保育においては、子どもと直接触れ合う職員の質の向上が不可欠で

す。このため、計画的な外部研修を実施するとともに、教育委員会と福祉部門を

兼務する職員及び幼児教育推進員を配置し、園内の研修の充実及び、定期的巡回

指導による指導力の強化に努めています。今後も、継続した取組によって、職員

のスキルアップを図ることが求められます。 
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施策の方向性 

①質の高い教育・保育の提供 

◇ 子ども一人ひとりの発達の状況や個性を尊重し、一人ひとりに丁寧に向き合う幼

児教育・保育の提供に努めます。 

◇ 「亀山市保幼認共通カリキュラム」や「亀山市保幼認小接続カリキュラム」を活

用し、関係機関との連携による切れ目のない一貫した就学前の教育・保育の提供

に努めるとともに、小学校を核とした保育所、幼稚園及び認定こども園との交流

活動を充実することで、スムーズな小学校への就学につなげます。 

◇ より良い教育・保育の提供を行うことができるよう、保育所、幼稚園及び認定こ

ども園での自己評価のしくみづくりを検討します。 

◇ 保育所、幼稚園及び認定こども園において、安全計画に基づく施設や園外環境の

安全点検、災害時の避難訓練の実施により、子どもの活動における安全確保のた

めの取組を行います。 

◇ 幼児教育・保育の無償化の対象となる特定子ども・子育て支援施設等に対し、質

の高い教育・保育が提供されるよう、三重県との連携の下、必要な働きかけを行

います。 

 

②魅力ある教育・保育の充実 

◇ 子どもが地域の人々と交流しつつ、保育所、幼稚園及び認定こども園を取り巻く

豊かな自然、歴史資源を身近に感じながら豊かな体験ができる活動に継続的に取

り組みます。 

◇ ファミリー読書リレーの実施や、市立図書館との連携によるかめやま電子図書館

の活用により、子どもの読書習慣づくりを推進します。 

◇ 子どもの健全な発達のため、給食関係者が情報交換を行い、地産地消に努めると

ともに、バランスの取れた季節感のあるおいしい給食の提供に努めます。 

◇ 子どもの成長段階に合わせた４段階の離乳食や一人ひとりの状況に配慮したア

レルギー除去・代替食の提供に努めます。 

 

③保育士等への支援体制の強化 

◇ 保・幼・認・小が一体となった幼児教育研修会を行うほか、研修の機会を確保す

るなど、明確な目的を持った計画的な研修を実施します。 

◇ ＣＬＭ（チェック・リスト・in 三重）を有効に活用して保育士等への支援体制を

充実させ、個々の子どもに向き合った支援力の強化を図ります。 

◇ 教職員指導員の配置により園内研修の充実を図り、幼児教育推進員とともに、定

期的巡回指導によって保育に関するアドバイス等の機会を増やすことにより、保

育の質の向上及び指導力の強化に努めます。 
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（３）多様な保育サービスの提供 

現状と課題 

〔障がいのある子どもの保育の充実〕 

●障がいのある子どもの保育を充実させるため、必要な介助員等を配置するととも

に、医療的ケア児の入所に当たっては看護師を適切に配置し、対応しています。

今後も、切れ目なく子どもを保育していくため、専門職による支援体制や連携強

化を図ることが求められます。 
 

〔多様な保育ニーズへの対応〕 

●さまざまな働き方に対応し、保育ニーズも多様化しています。本市では、私立保

育所１園で休日保育を行っています。また、市内での病児保育は受け入れがない

ものの、ファミリー・サポート・センターがその機能を担っています。アンケー

ト結果からは、休日保育のニーズはやや減少しているものの、病児保育へのニー

ズは高まっていることがうかがえます。今後は、こうしたニーズに対応するため、

必要な事業の実施を検討していくことが求められます。 
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施策の方向性 

①特別支援教育・障がい児保育体制の強化 

◇ 特別な支援を必要とする子どもを受け入れる保育所、幼稚園及び認定こども園に

おいて、一人ひとりの子どもの発達状況に応じ、専門的な判断に基づき、必要な

加配職員の配置に努めます。 

◇ 医療的ケア児受入マニュアルに基づき、就園前から関係機関と連携し円滑に受入

れを行うとともに、必要な職員の確保に努めます。 

◇ 保育士等への支援として、引き続き訪問相談を行い、介助員への研修機会を確保

し、支援に関わる職員の資質向上に努めます。 

 

②きめ細やかな保育サービスの提供 

◇ 休日保育について、今後のニーズを把握し、実施体制の確保に努めます。 

◇ 病児・病後児保育の実施に向けて、具体的かつ実現可能な手法の検討を行い、事

業の早期実現を目指します。 

 

③多様な子育て援助機能の充実 

◇ 保育所、幼稚園及び認定こども園などの施設では補いきれない細やかな子育て世

帯へのサポートを担うファミリー・サポート・センターの周知や利用促進などの

必要な支援を行います。 

◇ 幼児教育・保育の無償化の対象となる認可外保育施設のあり方を検討し、認可施

設への移行など、適切な保育の提供に向けた支援を行います。 

◇ 保育所等に通っていない満３歳未満の子どもの通園のための給付（こども誰でも

通園制度）について、ニーズに応じた実施体制の確保に努めます。 
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基本目標２．多様な主体に支えられ、子育てがつながるまち 

（１）切れ目のない細やかな子ども支援の推進 

現状と課題 

〔切れ目のない相談・支援体制〕 

●本市では、すべての子どもとその家庭及び妊産婦等を対象に個々の発達や育児の

悩みなどに対し、心理・教育・保育等の専門スタッフが相談を受け、保健・福祉・

医療・教育等の関係機関と連携し必要な支援を行っています。また、各種健診な

どを通じ、発達が気になる子どもを早期支援につないでいます。今後も、連携を

強化し、切れ目のない相談・支援体制のさらなる充実・強化を図ることが求めら

れます。 

 

〔障がいのある子ども及び家庭への支援体制〕 

●障がいのある子どもに対しては、集団への適応や個別のニーズに対応できるよう、

相談事業を行っています。療育事業としては、一人ひとりの特性や発達段階に合

わせた目標や内容を考え、運動や遊びを中心に発達を促す課題を取り入れていま

す。障がいのある子どもへの支援は、就学前教育・保育施設や学校のみならず、

放課後等デイサービスや放課後児童クラブ、さらには卒業後も見据えた支援が必

要であることから、切れ目のない支援のために、こうした機関との連携のもとで

支援体制を充実させていくことが求められます。 
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施策の方向性 

①配慮を必要とする子どもとその保護者への支援 

◇ 臨床心理士、保育士、教員など専門スタッフを配置したこども家庭センターを核

に、配慮を必要とする子どもとその保護者や園、学校、医療機関などの関係機関

と連携し、情報共有などの支援体制を確保するとともに、職員の専門性の向上に

努めます。 

◇ １歳６か月・３歳児の幼児健康診査において、希望者に対し、臨床心理士など専

門スタッフによる子どもの発達に関する相談を実施するとともに、保育所、幼稚

園及び認定こども園などの依頼に基づく巡回相談により、子どもの状況に応じた

集団生活における支援に関する指導・助言を行い、５歳児健康診査については就

学に向けて支援が切れ目なくつながるよう実施方法を検討していきます。 

◇ 園や学校の職員が、子どもの発達の状況に対し正しい理解を深め、子どもへの適

切な対応ができるよう、資質と専門性の向上を図る研修会を開催します。 

◇ 教育と福祉を兼務する教職員（指導主事）を配置することで、保育所、幼稚園及

び認定こども園から小学校への就学が円滑に進むよう、相互の連携を図ります。 

◇ 子ども一人ひとりの発達状況を保護者が記録・管理するサポートブック「にじい

ろのーと」を有効に活用し、園や学校への就学、進学、就労などの転機における

関係機関の情報共有を図ります。 

◇ 通級指導教室、特別支援学級それぞれの学びの場において、「個別の教育支援計

画」及び「個別の指導計画」等に基づいた指導・支援を進めるとともに、一人ひ

とりに必要な合理的配慮の提供に努めます。 

 

②障がいのある子どもの自立とその保護者・家庭への支援 

◇ 集団生活を送るうえで支援が必要な子どもに対し、専門家による育ち相談や発達

検査を行い保護者の相談に応じるとともに、児童発達支援センターや障がい児通

所支援事業所等と連携し、児童発達支援体制の整備、充実を図ります。 

◇ 支援を必要とする障がいのある子どもが、放課後等デイサービス等を利用できる

よう、事業所への働きかけを行います。 

◇ 障がいのある子どもが学校を卒業後に、就労や社会への参画ができるよう、関係

機関と連携した事業所への働きかけなど就労支援を充実させます。 

◇ 特別児童扶養手当や障害児福祉手当などの諸制度に基づく給付及び心身障がい

者医療費助成などを行うとともに、制度の分かりやすい説明やスムーズな案内が

できる体制を整え、障がいのある子どもをもつ世帯の経済的な負担の軽減を図り

ます。 
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（２）主体的な子育ての促進と子育て世帯のつながりづくり 

現状と課題 

〔家庭における子育て力の確保〕 

●本市では、地域子育て支援センターをはじめ、さまざまな機関を通じて、家庭で

の子育てに役立つ情報の提供や啓発活動、講座の開催などを進めています。ネッ

ト社会である現在、子育てに関する情報は大量にあるものの、アンケート結果か

らも「子育てに関して日ごろ悩んでいることや気になること」が多岐にわたるこ

とが分かります。引き続き、より多くの保護者の悩みや不安を軽減できるよう、

相談体制を充実させることが求められます。 

 

〔子育て世帯の孤立防止〕 

●子育てについては負担感や不安感も多いものの、同じような年代の子どもを持つ

親同士が交流することで、それらの軽減に寄与することができます。地域子育て

支援センターの利用者数も、コロナ禍の利用制限期間を経て回復傾向にあり、ア

ンケート結果からも利用ニーズが高いことが分かります。一方、こうした交流、

つながりを持てない保護者・家庭は、地域の中で孤立することが懸念されます。

孤立を防ぐためにも、支援の必要な家庭に対し、見守り、寄り添う支援が求めら

れます。 
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施策の方向性 

①子育て世帯の子育て力の強化支援 

◇ 子どもが家庭で過ごす中で、幼児期から望ましい生活習慣を確立することができ

るよう、「お茶の間１０選（実践）」リーフレットなどを活用した家庭教育への支

援を行います。 

◇ ブックスタート、ファミリー読書リレーなど、本を活用した子どもの成長段階に

応じた取組による親子の絆づくりを促進します。 

◇ 公立保育所などで提供する給食の紹介、食に関する様々な情報を発信する食育だ

よりの配布や給食の献立の「亀山公式ＬＩＮＥ」での発信などにより、食に関す

る意識啓発を行い、家庭での食習慣づくりを促します。 

◇ 保育所、幼稚園及び認定こども園などで日常に行われる職員への相談や、地域子

育て支援センターでの相談など、保護者の集う施設をプラット・ホームとして多

様な相談機関を設け、身近な子育て相談体制を充実し、その周知を行います。 

 

②子育て世帯の交流支援 

◇ 子育て世帯が集い、ともに交流することのできる地域子育て支援センターの活動

を引き続き進めるとともに、市立図書館でのサテライトの実施など、出前保育の

充実を図ります。 

◇「亀山市公式ＬＩＮＥ」を活用した子育てに関する多様な情報発信を行うことで、

子育て世帯の交流促進を図ります。 

◇ 地域子育て支援センターなど子育て世帯が交流する場所を活用し、共通する話題

や悩みなどを持つ子育て世帯同士がつながり、交流を深められるよう、子育てサ

ークル活動の情報提供を行います。 

 

③子育て世帯の孤立の未然防止の取組 

◇ 子育て世帯の抱える課題の複雑化・多様化により孤立を深めることがないよう、

こども家庭センターを中心とした支援体制の充実を図るとともに、必要に応じて

重層的な支援が活用できるよう、関係機関との連携を図ります。 

◇ 赤ちゃん訪問や産後ケア事業などで家庭訪問を実施し、心身のケアや相談、育児

のサポートを行うとともに、子育て世帯訪問支援事業に取り組み、子育て世帯の

負担感や不安感の解消に努めます。 

◇ ファミリー・サポート・センター事業などの子育て援助事業の利用促進を図るこ

とで、多胎児や年齢の近いきょうだいを抱える子育て世帯の負担軽減につなげま

す。 

◇ 不登校、不登校傾向にある子どもをもつ保護者への支援として、教育支援センタ

ーを中心として相談機会の拡充と情報提供に取り組みます。 
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（３）多様な主体が支える子育て支援の充実 

現状と課題 

〔子育てを支える支援の輪〕 

●今や子育ては親だけが担うのは難しく、地域社会が子育て世帯を支えることが重

要です。本市では、ファミリー・サポート・センターにおける子育て支援員をは

じめ、さまざまな子育てボランティアが子育て世帯を支援しています。今後も引

き続き、子育てに関わる多様な主体の活動を促すとともに、連携強化を図ること

が求められます。 

 

〔子どもを見守り、育てる地域社会〕 

●かつて子どもは「地域の宝」と言われてきましたが、地域との関係が希薄な子ど

もや子育て世帯が増加しています。本市では、各地域の特性を生かしながら、地

域ごとに子どもを見守り、育成する取組が進められています。特に、放課後子ど

も教室では、高齢者との世代間交流を通じて、子どもの育ちを促しつつ、郷土意

識を高める取組につながっています。今後も、地域の中で子どもが安心して過ご

し、健全な育ちにつながるよう、地域の大人の意識を高め、活動を充実させてい

くことが求められます。 
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施策の方向性 

①子育て支援のすそ野の拡大 

◇ 子育て支援員研修や中央公民館講座等を通じて、地域の人々など子育て世帯の周

りで子育てを支えることのできる人材育成に努めます。 

◇ 子どもや子育て世帯の抱える課題に対し適切に対応することができるよう、園や

学校、民生委員・児童委員、主任児童委員や地域の人々など、子育てに関わる多

様な主体の連携の強化を図ります。 

◇ レスパイト利用も可能とした、子育て短期支援事業の拡充に向けて児童養護施設

などの協力機関との連携を図ります。 

 

②子どもの健全育成活動の充実 

◇ 就労等により保護者が居ない家庭の小学生の遊びや生活の場を確保するととも

に、次代を見据えた人づくりの観点から全小学校区での放課後子ども教室を継続

し、地域の教育力を生かして内容の充実を図ります。 

◇ 地域のコミュニティなどの身近な場所において、様々な世代がふれあう交流や、

子どもと子育て世帯が地域行事を通じて地域の伝統文化などに気付く機会づく

りを促進します。 

◇ 子どもや子育て世帯が地域の歴史や伝統文化、自然やスポーツにふれる機会の充

実を図るため、様々な情報発信をするとともに、中央公民館講座を継続して実施

します。 

◇ 児童健全育成活動の拠点となる児童センターを更に利用しやすい施設とするた

め、ニーズに合わせた活動の実施や施設の整備を進めます。 

◇ 不登校や引きこもり等、生きづらさを抱える青少年の自立への支援を行うため、

関係機関と連携しながら、青少年総合支援センターの機能充実を図るとともに、

福祉と教育との連携を密にし、青少年に対するきめ細かな支援を継続します。 

◇ 青少年総合支援センターを核とした関係団体、関係機関との連携の下、地域社会

全体で子どもたちの安全・安心を見守る意識の醸成に努めるとともに、市民と行

政が一体的に進めるパトロールや通学時の見守活動等の充実を図ります。 
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基本目標３．子どもを明るい未来へつなげるまち 

（１）子どもの人権を守る取組の充実 

現状と課題 

〔児童虐待の未然防止〕 

●全国的には児童虐待の事案が後を絶たず、件数も年々増加しています。本市にお

いては、虐待が疑われる場合に要保護児童等・ＤＶ対策地域協議会においてケー

ス会議を開催し対応しており、令和２年度以降は、件数が減少する傾向にありま

すが、児童虐待の背景は複雑化・多様化しています。今後も、虐待につながるお

それのある育児不安などの要因を解消し、また孤立を防ぐべく、支援の必要な家

庭を発見するとともに、市民全体に対する意識醸成を図ることが求められます。 

 

〔複雑化する課題への対応〕 

●子育て家庭を取り巻く課題は、他の福祉課題と同様、複雑化する傾向にある中で、

ヤングケアラーへの支援を一層強化するため、「子ども・若者育成支援推進法」が

改正され、国・地方公共団体等が各種支援に努めるべき対象にヤングケアラーが

明記されました。また、本市には外国につながる子どもを持つ家庭が多く、文化

や生活習慣の違い、言葉が通じないことから生じる不安や悩みを抱えていること

が考えられます。こうしたさまざまな課題に対して、一人ひとりの子どもとその

保護者に対し、寄り添う支援が求められます。 

 

〔子どもの人権尊重〕 

●子どもは人格を持った 1 人の人間であり、その意見や行動を尊重することが大切

です。令和５年４月に施行された「こども基本法」は、その理念の最初で「すべ

てのこどもは大切にされ、基本的な人権が守られ、差別されないこと」を謳って

います。次代を担う子どもたちが、将来にわたって幸福な生活を送れるよう、そ

の基本となる人権意識を高めていくことが求められます。 
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施策の方向性 

①多様な生活環境にある子どもに対するきめ細かな支援 

◇ 妊娠届出時から赤ちゃん訪問や乳幼児健診などの機会を捉えた相談等を通じ、養

育支援の必要性を把握するとともに、早期の支援等の対応につなげます。 

◇ 亀山市要保護児童等・ＤＶ対策地域協議会を中心に、医療機関や園、学校など関

係機関との情報共有を図るとともに、要支援家庭や要保護家庭への早期からの適

切なアプローチに取り組みます。 

◇ 様々な課題が複雑化・多様化する児童虐待に対応できるよう、計画的な研修参加

等を通じて子ども総合相談に関わる専門スタッフの専門性の向上を図ります。 

◇ 児童虐待に関する研修会や広報など様々な機会を通じて市民の理解と意識醸成

を図ります。 

◇ 外国につながる子どものいる家庭に対し、様々な行政サービスや諸制度について

の周知を図るため、インターネットや無料の専用アプリを用いて、電子版多言語

広報「かめやまニュース」を配信するなど、情報提供の充実に努めます。 

◇ 外国につながる子どものいる家庭において、小学校での生活や学習の仕方等、学

校の仕組みについて学ぶ機会を提供するとともに、中学校においては、進学等の

進路選択の幅を広げ、多様な学びの機会が得られるよう取り組みます。 

◇ 日本語指導拠点校を指定し、通訳や外国人児童生徒教育支援員配置することで円

滑な学習支援や保護者支援に努めるとともに、多言語での文書作成等に努めます。 

◇ ヤングケアラーの実態把握を継続して実施するとともに、支援を必要とする子ど

もに対する相談・支援の機会を拡充させます。 

◇ 要支援・要保護児童のいる家庭や、家事・育児等に不安を抱える子育て家庭に対

し、子育て世帯訪問支援事業、児童育成支援拠点事業、親子関係形成支援事業等

による家庭支援を行います。 

◇ 対面でのコミュニケーションや外出が難しく、生きづらさを抱える人と社会との

つながりづくりに向け、個人を特定されず参加できるオンラインの居場所・相談

の機会づくりを進めます。 

 

②子どもの人権を守る意識の醸成 

◇ オレンジリボン運動などを通じた、子どもの人権に関する市民と地域の役割意識

の醸成を図ります。 

◇ 子どもに関わる園などの職員への研修や人権出前講座の開催などによる人権意

識の醸成を図るとともに、互いに支えあいながら生活する「共生」の意識づくり

に努めます。 
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（２）自立に向けた支援体制の充実と確保 

現状と課題 

〔経済的・文化的な貧困に関する課題への対応〕 

●経済的に困窮している家庭に対しては、さまざまな支援制度があります。本市で

も生活困窮者支援事業の中で給付金の支給などを行っていますが、支援制度利用

者のアンケート結果でも奨学金制度についての認知度は高まっているものの、依

然として「知らない」人も多いことが分かります。経済的な困窮や文化的な貧困

に関わる課題のある子育て世帯を適切な支援につなげる必要があります。 

 

〔貧困の連鎖を断ち切る学習機会の提供〕 

●「貧困の連鎖」を生み出す原因の一つに、学習機会が十分に提供されないことが

あると考えられ、支援制度利用者のアンケート結果でも、塾や習い事に通ってい

ない理由として「経済的に余裕がないから」が最も高くなっています。本市では、

就学援助対象家庭に対する学習支援を実施するほか、ＮＰＯ団体による学習支援

が行われています。今後も、継続した取組を進めていくことが求められます。 

 

〔経済的・文化的な貧困に起因する孤立の防止〕 

●子育て世帯の経済的な困窮は、社会的な孤立によって増幅する恐れをはらんでい

ます。アンケート結果からは、経済的・文化的な貧困に関わらず、地域との関わ

りは希薄化していることがうかがえます。本市では、課題を抱える世帯をコミュ

ニティ・ソーシャルワーカー（ＣＳＷ）につなげるための「つながるシート」を

活用し、包括的な相談支援体制を展開しています。今後も、必要な人を必要な支

援につなげるネットワークの強化が求められます。 
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施策の方向性 

①多様化・複合化した課題に対応できる相談体制の充実 

◇ 子育てにおける様々な機会を捉えて、経済的な困窮や文化的な貧困に関わる課題

を抱える世帯を把握し、こども家庭センターでの子ども総合相談につなげます。 

◇ 課題を抱える子育て家庭の自立支援に向け、一人ひとりの状況に応じた相談支援

を実施しながら、生活の困りごとや家計状況の整理、就労に向けた準備支援等を

一体的に提供する生活困窮者自立支援事業の充実を図ります。 

◇ スクールソーシャルワーカーやスクールカウンセラーを活用しながら、学校や教

育支援センターを中心とした総合的な相談体制の充実を図ります。 

◇ 学校内に不登校児童生徒のための居場所をつくり、多様な学びを保障するなど、

不登校児童生徒への校内支援体制の整備を図ります。 

 

②就学・進学に関する相談体制の充実 

◇ 円滑な就学につなげられるよう、亀山市保幼認小接続カリキュラムの実践を図る

とともに、教育と福祉との連携による相談・支援体制の充実を進めます。 

◇ すべての子どもの学力保障がなされるよう、対象者のニーズを把握しながら学習

支援事業の充実を図るとともに、夜間中学在籍生徒への就学支援を行います。 

 

③家庭の孤立を防ぐ包括的な支援のネットワークづくり 

◇ 地域で潜在化している課題を抱える子育て家庭について、民生委員・児童委員、

主任児童委員や福祉委員をはじめ、地域・関係機関との多機関連携による支援が

提供できるよう、複合課題相談支援「つながるシート」を活用した包括的な相談

支援体制づくりを進めます。 
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（３）自立した生活基盤づくりへの支援 

現状と課題 

〔経済的・文化的な貧困からの脱却〕 

●経済的・文化的な貧困により自立的な生活を送れない家庭に対しては、生活面、

学習面、保護者の就労支援の面など、多面的な支援を複合的に提供し、自立支援

へとつなげる取組を行っています。支援制度利用者のアンケート結果からも、就

学費用の軽減を求める声や子ども食堂を利用したいとする声は多く、支援が必要

な家庭に対する継続的かつ伴走的な支援が求められます。 

 

〔制度の周知の必要性〕 

●生活困窮に関する支援はさまざまな制度があるものの、十分に認知されていない

現状があります。支援制度利用者のアンケート結果からも、就学援助制度や貸付

金制度を十分知らない層があることが分かります。こうした世帯の特性として、

社会的な関わりが少なく、情報を得る経路が限られることがあげられることから、

今後は、アウトリーチなどによって制度の周知を進めることが求められます。 
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施策の方向性 

①生活支援の充実 

◇ 経済的な困窮のみならず、文化的な貧困も含めた家庭の生活自立を支援するため

関係機関と連携し、相談・支援体制の充実を図ります。 

◇ ひとり親世帯等に関する様々な制度改正等に迅速に対応しつつ、情報提供や相談

機能を重層化するとともに、ファミリー・サポート・センター事業などの子育て

援助機能の活用を促します。 

◇ 児童扶養手当などの制度に基づく給付や、ひとり親家庭等への医療費助成制度な

ど、経済的な困窮家庭に対する福祉、教育などに関する支援策を継続するととも

に、子育て世帯の経済的負担を軽減する支援策の検討を行います。 

 

②就労に関する支援の充実 

◇ ハローワークとの連携により、保護者の就労支援を充実させるとともに、ひとり

親家庭等が資格等の取得によって安定的な職業に就けるよう、自立支援教育訓練

給付金等の制度の積極的な活用を促しつつ職業訓練等の機会の充実を図ります。 

 

③食から支える子ども食堂の充実 

◇ 経済的・文化的な貧困家庭への食の支援と食育活動の促進を図るため、子ども食

堂の役割を担う団体の活動支援を行うとともに、支援が必要な子どもが食堂につ

ながれるよう支援します。 

 

④各種支援制度の周知強化と利用促進 

◇ ひとり親家庭等の経済的自立と子どもの福祉増進を図るため、三重県母子父子寡

婦福祉資金制度等の相談や支援などを行います。 

◇ 支援が必要な子どもや家庭に対する制度の周知を図るため、ＳＮＳなど多様な媒

体を活用した情報発信を行うとともに、民生委員・児童委員、主任児童委員や福

祉委員からの制度周知を促します。 
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基本目標４．子育ての希望がかなうまち 

（１）妊娠期から始まる切れ目のない子育て支援体制の充実 

現状と課題 

〔出産までの切れ目のない支援〕 

●妊娠が分かった時点から、切れ目ない支援を行うため、本市では、令和６年４月

から母子保健と児童福祉の両機能を一体化した「亀山市こども家庭センター」を

開設し、妊娠期から子育て期までの子どもに関するあらゆる相談をワンストップ

で受け付け、そのニーズを的確に把握し、必要な支援や関係機関等につなぐソー

シャルワーク機能の強化に努めています。今後は、健診や予防接種といった母子

保健事業をはじめ、妊婦への包括相談や産後ケア事業なども含め、切れ目なく母

子の健康をサポートする体制づくりの充実が求められます。 

 

〔安心して子育てするための情報提供〕 

●出産・子育てについて、初産の場合は特に不安が付きまとうものです。そうした

不安や悩みの相談に応じつつ、適切な情報提供をすべく、赤ちゃん訪問や育児相

談、各種教室を開催しています。妊娠・出産等を通じて、子育てを家族で協力し

て行うきっかけづくりに向けて、引き続き、情報を提供し、意識を高めていくこ

とが求められます。 

 

〔出産の希望実現に向けた支援〕 

●妊娠・出産への希望を持ちながらも、さまざまな問題からそれが叶わなかったり、

不育症に悩んだりするケースがあります。本市では、不妊・不育症治療などに対

する正しい知識の普及を図るとともに、不妊・不育症治療費の一部助成を実施し

ています。また、男女を問わず、性や妊娠に関する正しい知識を身につけ、健康

管理を促すプレコンセプションケアの推進も重要です。 

 

施策の方向性 

①妊娠期から始まる親子に対する健康支援の充実 

◇ 安全で安心して妊娠・出産でき、産後の育児まで途切れることなく必要な支援が

提供できるよう、母子保健機能と医療機能の連携を強化し、体制整備に努めます。 

◇ すべての妊産婦に対し伴走型の包括的な相談支援体制を構築するとともに、こど

も家庭センターにおいて特に孤独感や不安感を抱く妊婦やその配偶者に対し、サ

ポートプランを作成し、サポートプランに沿った支援が適切に提供されるよう取

り組みます。 

◇ 子育て世帯の転入に際して、保健師などの専門職による相談対応を行うことで、

子育て世帯の不安解消に努めます。 
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◇ 妊娠中の疾病や異常の早期発見をはじめ、妊婦の健康管理を目的とする妊婦一般

健康診査や産後における産婦健康診査や産後ケア事業の拡充を検討するととも

に、妊娠・出産に係る精神的な面を含めた健康支援に取り組みます。 

◇ 妊婦教室やパパママ教室を充実させ、出産に向けての知識の普及や体験の機会を

提供することで、新生児の健やかな成長に向けた支援を行います。 

◇ 乳幼児の健康保持と様々な課題の早期発見・早期対応を図るため、成長・発達に

応じた乳幼児健康診査を行うとともに、未受診者の把握や健康診査後のフォロー

を行います。 

◇ 感染症の発生・蔓延を予防するため、予防接種費用の助成を行うとともに、予防

接種に関する正しい知識の普及による予防接種率の向上を目指します。 

 

②安心して子育てのできる意識と環境づくり 

◇ 離乳食教室などの各種教室や育児相談などを通じて様々な情報提供を行うとと

もに、新生児訪問や赤ちゃん訪問を実施することで、個々の二一ズに応じた支援

や情報提供を行います。 

◇ 乳幼児の不慮の事故を未然に防ぐため、子どもの発達段階に応じた事故防止対策

の啓発を行うとともに、適切な応急処置に関する情報提供に努めます。 

◇ 子どもの健康管理や疾病予防に関する子育て世帯の不安を解消できるよう、様々

な機会を通じた身近な「かかりつけ医づくり」を推進します。 

◇ 限られた医療資源を有効に活用するとともに、緊急時に適切な対応ができるよう、

みえ子ども医療ダイヤルや、救急医療情報システム（医療ネットみえ）の活用に

向けた情報提供に努めます。 

◇ 子ども医療費助成などの経済的支援制度について、国や近隣市町の動向を注視し

つつ、子育て世帯の経済的負担の軽減を図り、これらの支援制度の利用促進及び

利便性の向上を図りながら、児童に対する手当の支給や妊婦のための支援を行い

ます。 

 

③出産の希望を支える支援 

◇ 不妊・不育症等に対する経済的負担の軽減を図るため、県の助成に加え治療費の

一部を助成します。 

◇ 不妊・不育症治療などに対する正しい理解を広めていくため、様々な機会を通じ

た情報発信と意識啓発に努めます。 

◇将来の健やかな妊娠や出産につなげるため、早い段階から正しい知識を得て、健

康的な生活を送れるよう、プレコンセプションケアを推進します。 
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（２）子どもの居場所づくりの推進と子育てと仕事の両立支援 

現状と課題 

〔居場所としての保育所や放課後児童クラブ〕 

●保育所や放課後児童クラブは、親の就労を支える保育サービスであるという面が

ある一方、子どもにとっては生活の場であり、居場所であるという面もあります。

特に、学童期の居場所については、子どもが友だち関係を深める場でもあり、地

域社会の中で見守り、育まれる場でもあります。すべての就学児童が放課後を安

全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行うことができるよう、取り組む必要が

あります。 

 

〔ワーク・ライフ・バランスの実現〕 

●子育て世帯にとって、子育てと仕事の両立を図ることは必要不可欠な課題です。

令和４年４月から施行された「改正育児・介護休業法」では、特に男性の育休取

得に向けた企業側の支援が義務化され、両立支援に向けた取組が進みました。一

方で、まだまだ社会的な長時間労働の慣習が抜けず、子育てが一方に偏るという

状況もあります。子育ては、男女ともに行うという気運が高まる中、企業や地域

社会に対し、意識啓発を進めていくことが求められます。 
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施策の方向性 

①親の就労を支える保育サービスの提供 

◇ 待機児童の解消を目指し、低年齢児童の受入規模の拡充を図るとともに、小学校

入学時における保育の隙間を生じさせない受け入れ体制づくりを進めます。 

◇ 保護者の多様な働き方や、様々な保育需要に対応できるよう、利用ニーズを適切

に把握しつつ、休日保育を実施するとともに、病児・病後児保育の実施に向けた

体制整備を進めます。 

 

②放課後を豊かに過ごす居場所づくり 

◇ 保護者の就労などにより、保育を必要とする小学生が放課後を安心して過ごすこ

とができるよう、放課後児童クラブの受入機能及び夏休みなど長期休業時の居場

所を確保するとともに、放課後児童クラブについて安全・安心に過ごすことがで

きる場所としての施設整備に取り組みます。 

◇ 子どもが放課後を豊かに過ごすことができるよう、放課後子ども教室と放課後児

童クラブの連携を強化するとともに、各地域のニーズや特性に合わせて放課後児

童クラブの特徴を生かした付加価値づくりと連携方策を検討します。 

◇ 支援を必要とする子どもの個々の状況に応じた発達支援を行い、安全・安心に自

分らしく過ごすことができるよう、放課後等デイサービス事業などによる居場所

を確保します。 

 

③ワーク・ライフ・バランスの推進 

◇ 子育て世帯が就労しながら協力して子育てを行えるよう、企業等において、長時

間労働の解消、短時間勤務やフレックスタイム勤務等の多様な働き方の推進を図

るため、育児等に対応するための柔軟な働き方の導入等に関して企業等に働きか

けを行います。 

◇ パパママ教室やパパとあそぼうなどのイベントを充実させ、男女がともに育児に

参画することの重要性を周知・啓発します。 

◇ マタ二ティ・ハラスメント等が発生しないよう、企業内における研修の開催を働

きかけ、支援するとともに、正しい知識の共有、啓発を行います。 
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第６章 子ども・子育て支援の提供体制と確保の内容 

１．教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供区域の設定 

 

本計画においては、「就学前児童の人口や施設の整備状況、利用の実態等を総合的に勘

案して定める区域（教育・保育提供区域という。）」を設定して、その区域ごとに、５年

間の教育・保育及び子ども・子育て支援法に位置づけられた地域子ども・子育て支援事

業の「量の見込み」と「確保の内容」を定めます。 

本市では、原則として市域全体を１区域として「量の見込み」と「確保の内容」を定

めますが、放課後児童健全育成事業のみ３つの中学校区を提供区域とします。 

なお、この区域の設定により、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の各施設

や事業の利用を制限されるものではありません。 
 

対 象 施 設 及 び 事 業 名  区域の設定 

教育・保育 保育園、幼稚園、認定こども園 市全域 

地域子ど
も・子育て
支援事業 

（１）利用者支援事業 市全域 
（２）地域子育て支援拠点事業 市全域 
（３）妊婦健康診査事業 市全域 
（４）乳児家庭全戸訪問事業 市全域 
（５）養育支援訪問事業及び要保護児童等に対する支援

に資する事業 
市全域 

（６）子育て短期支援事業 市全域 
（７）子育て援助活動支援事業 市全域 
（８）一時預かり事業 市全域 
（９）延長保育事業 市全域 
（10）病児保育事業 市全域 
（11）放課後児童健全育成事業 中学校区 
（12）産後ケア事業 市全域 
（13）乳児等通園支援制度 市全域 
（14）実費徴収に係る補足給付を行う事業 市全域 
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２．必要利用数の見込みの算出 

 

（１）算出の手順 

子ども・子育て支援法では、子ども・子育て支援事業計画の策定に当たり、「教育・

保育」及び「地域子ども・子育て支援事業」について、提供区域ごとに「量の見込

み」と「確保の内容」を定めることになっています。 

本計画においては、下記の要領で「量の見込み」と「確保の内容」を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

アンケート調査の実施 

アンケート調査の集計による、潜在ニー
ズを含めた量の見込み算出（暫定値） 

将来の児童人口を推計 

潜在家庭類型割合を算出 

潜在家庭類型別の児童数を算出 

教育・保育等の利用意向割合を算出 

教育・保育事業等の利用実態を勘案して 
計画期間における量の見込みを検討 

教育・保育の量の見込み 

（必要利用定員総数） 

地域子ども・子育て支援事業の量の見込み 

（目標事業量） 

＜認定区分ごとに定める＞ 

◇１号認定 ～ ３歳以上の 

幼稚園や認定こども園 

 

◇２号認定 ～ ３歳以上の 

保育園や認定こども園 

 

◇３号認定 ～ ３歳未満の 

保育園や認定こども園 

        地域型保育事業所 

※(1) 利用者支援事業 

(2) 地域子育て支援拠点事業 

※(3) 妊婦健康診査事業 

※(4) 乳児家庭全戸訪問事業 

※(5) 養育支援訪問事業 

(6) 子育て短期支援事業 

(7) 子育て援助活動支援事業 

(8) 一時預かり事業 

(9) 延長保育事業 

(10)病児保育事業 

(11)放課後児童健全育成事業 

※(12)産後ケア事業 

※(13)乳児等通園支援制度 

※(14)実費徴収に係る補足給付を行う事業 

（※調査で利用意向を抽出していない事業） 

 

提供体制の確保の内容 

（提供事業量） 

提供体制の確保の内容 

（提供事業量） 
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（２）計画期間中の子ども数の推計 

第３期子ども・子育て支援事業計画の計画期間における子どもの人口については、

令和２年から令和６年までの毎年４月１日現在の住民基本台帳人口を元に、コーホ

ート変化率法によって下記のとおり推計します。 

なお、０歳児人口については、大きく減少した令和５年の影響を排除して推計し

ています。 

（人） 

総  数 

令和 

２年 

令和 

３年 

令和 

４年 

令和 

５年 

令和 

６年 

令和 

７年 

令和 

８年 

令和 

９年 

令和 

10 年 

令和 

11 年 

実績値 推計値 

０歳 342 359 361 263 303 330 328 324 322 319 

１歳 420 361 371 366 294 321 349 347 343 341 

２歳 409 428 372 366 380 300 327 355 353 349 

３歳 454 410 432 368 362 379 299 326 354 352 

４歳 457 456 414 433 378 366 383 302 330 358 

５歳 483 461 459 413 441 381 369 386 304 333 

０～５歳計 2,565 2,475 2,409 2,209 2,158 2,077 2,055 2,040 2,006 2,052 

比率 5.2% 5.0% 4.9% 4.5% 4.4% 4.2% 4.2% 4.2% 4.1% 4.2% 

６歳 468 488 471 451 416 444 384 372 389 305 

７歳 487 473 491 469 451 418 446 385 374 391 

８歳 478 498 476 494 467 454 421 449 388 377 

９歳 519 477 504 472 491 466 454 421 448 388 

10 歳 509 521 474 501 471 490 465 453 420 447 

11 歳 484 513 526 477 504 474 494 469 456 423 

６～11 歳計 2,945 2,970 2,942 2,864 2,800 2,746 2,664 2,549 2,475 2,331 

比率 5.9% 6.0% 5.9% 5.8% 5.7% 5.6% 5.4% 5.2% 5.1% 4.8% 

全年齢計 49,553 49,530 49,463 49,292 49,177 49,078 48,976 48,850 48,711 48,558 
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（３）潜在家庭類型別の子どもの割合の算出 

各事業の「量の見込み」については、家庭類型別に子どもの数を出し、家庭類型

別の利用意向率を掛け合わせて算出します。これは、例えば、両親ともフルタイム

の家庭と、どちらか一方の親が家事専業である家庭とでは、保育その他の事業のニ

ーズも異なり、事業によっては利用対象外となるためです。 

家庭類型は、将来の就労希望も含めた「潜在家庭類型」を用いることとし、その

区分は下記のとおりです。 
 

家族類型タイプ 父母の有無と就労状況による区分 

タイプＡ ひとり親家庭 

タイプＢ フルタイム×フルタイム 

タイプＣ フルタイム×パートタイム（原則月 45 時間以上） 

タイプＣ’ フルタイム×パートタイム（原則月 45 時間未満） 

タイプＤ 専業主婦(夫) 

タイプＥ パートタイム×パートタイム（原則月 45時間以上） 

タイプＥ’ パートタイム×パートタイム（原則月 45時間未満） 

タイプＦ 無職×無職 

 

アンケート調査結果に基づき、子どもの年齢ごとに潜在家庭類型ごとの割合を算

出すると下記のとおりとなります。 
 

 就学前     小学生 

 (０～５歳) ０歳 １歳 ２歳 ３～５歳 (１～６年) 

タイプＡ 
6.5%   

（6.5%） 
6.3%   

（6.1%） 
4.6% 

（4.6%） 
8.1% 

（8.1%） 
6.5% 

（6.5%） 
9.6% 

（9.5%） 

タイプＢ 
42.5%   

（38.3%） 
55.6%   

（52.7%） 
50.0% 

（45.1%） 
37.8% 

（34.2%） 
38.2% 

（33.6%） 
35.1% 

（32.1%） 

タイプＣ 
29.7%   

（30.2%） 
20.1%   

（18.2%） 
32.2% 

（33.3%） 
33.8% 

（33.6%） 
30.4% 

（31.7%） 
19.7% 

（22.4%） 

タイプＣ’ 
6.4%   

（6.2%） 
2.1%   

（2.0%） 
2.6% 

（2.0%） 
7.4% 

（6.7%） 
8.4% 

（8.3%） 
23.7% 

（22.0%） 

タイプＤ 
14.8%   

（18.7%） 
16.0%   

（20.9%） 
9.9% 

（14.4%） 
12.8% 

（17.4%） 
16.4% 

（19.7%） 
12.0% 

（13.9%） 

タイプＥ 
0.1%   

（0.1%） 
0.0%   

（0.0%） 
0.7% 

（0.7%） 
0.0% 

（0.0%） 
0.0% 

（0.0%） 
0.0% 

（0.0%） 

タイプＥ’ 
0.0%   

（0.0%） 
0.0%   

（0.0%） 
0.0% 

（0.0%） 
0.0% 

（0.0%） 
0.0% 

（0.0%） 
0.0% 

（0.0%） 

タイプＦ 
0.0% 

（0.1%） 
0.0% 

（0.0%） 
0.0% 

（0.0%） 
0.0% 

（0.0%） 
0.0% 

（0.2%） 
0.0% 

（0.0%） 

（ ）内はアンケート結果に基づく現状家庭類型の割合 
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（４）保育利用率の設定 

年齢別の保育利用率について、次のとおり設定します。 

 

① ０歳児 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

推計児童数（人） 330 328 324 322 319 

利用児童数（人） 149 148 146 145 144 

保育利用率 45.2% 45.1% 45.1% 45.0% 45.1% 

 

② １歳児 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

推計児童数（人） 321 349 347 343 341 

利用児童数（人） 174 189 188 186 185 

保育利用率 54.2% 54.2% 54.2% 54.2% 54.3% 

 

③ ２歳児 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

推計児童数（人） 300 327 355 353 349 

利用児童数（人） 209 227 247 245 243 

保育利用率 69.7% 69.4% 69.6% 69.4% 69.6% 

 

④ ３歳以上児 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

推計児童数（人） 1,126 1,051 1,014 988 1,043 

利用児童数（人） 1,109 1,035 999 972 1,027 

 教育利用 411 383 370 360 380 

 保育利用 698 652 629 612 647 

施設利用率 98.5% 98.5% 98.5% 98.4% 98.5% 

 教育利用率 36.5% 36.4% 36.5% 36.4% 36.4% 

 保育利用率 62.0% 62.0% 62.0% 61.9% 62.0% 
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３．教育・保育の必要利用数の見込みと確保の内容 

 

（１）１号認定 

子どもが満３歳以上で、幼稚園や認定こども園が提供する教育を希望する場合の

認定区分です。主な利用施設は、幼稚園、認定こども園（教育利用）です。 

 

【必要利用数の見込みと確保の内容】 

（単位：人） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

必要利用数の見込み① 411 383 370 360 380 

 １号認定（幼稚園型） 267 249 240 234 247 

 ２号認定（幼稚園希望） 144 134 130 126 133 

確保の内容② 674 539 489 489 439 

 幼稚園 380 245 195 195 130 

 認定こども園 294 294 294 294 309 

②－① 263 156 119 129 59 
 
（参考） 

純粋な１号認定①’ 267 249 240 234 247 

②－①’ 407 290 249 255 192 
 
（施設数の想定） 

市内の施設数（か所） 8 8 7 7 7 

 幼稚園 4 4 3 3 2 

 認定こども園 4 4 4 4 5 

 

【提供体制の確保の内容と実施時期】 

現状の各施設の利用定員により、必要利用数の受入が可能となっています。また、

家庭の状況からは２号認定を受けることのできる子どものうち、教育利用を希望す

る子どもについては、1 号認定子どもの預かり保育を実施する施設でその提供体制

を確保します。 

一方で、１号認定子どもの必要利用数は確保の内容に比べて大きく余裕がある状

況となっていることから、必要利用数に対して適切な確保の内容となるよう、公立

幼稚園及び保育所の統廃合を進めるとともに、令和８年度から段階的に定員の削減

を行います。 

一方で、子育て世帯の就労状況の変化や就学前教育・保育ニーズを踏まえ、認定

こども園の整備の検討を行います。 

障がい児や外国につながる子ども等の特別な支援が必要な子どもに対する教育の

提供に当たっては、施設側の受入機能を把握しながら、必要な調整を行います。ま

た、特別な支援が必要な子どもが教育を利用する際には、関係機関との連携を密に

行い、個別の事情に配慮した支援を行います。 
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（２）２号認定 

子どもが満３歳以上で、就労等によって保護者が日中の保育をできない場合の認

定区分です。主な利用施設は、保育所、認定こども園（保育利用）ですが、一時預か

り事業（預かり保育）を実施する幼稚園の利用も想定します。 

 

【必要利用数の見込みと確保の内容】 

（単位：人） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

必要利用数の見込み① 698 652 629 612 647 

確保の内容② 939 939 939 939 999 

 保育所 642 642 642 642 642 

 認定こども園 297 297 297 297 357 

②－① 241 287 310 327 352 
 
（参考） 

必要利用数の見込み①’＝①＋③ 842 786 759 738 780 

２号認定（幼稚園希望）③ 144 134 130 126 133 

②－①’ 97 153 180 201 219 
 
（施設数の想定） 

市内の施設数（か所） 15 15 15 15 16 

 保育所 11 11 11 11 11 

 認定こども園 4 4 4 4 5 

 

【提供体制の確保の内容と実施時期】 

現状の各施設の利用定員により、必要利用数の受入が可能となっており、必要利

用数は、確保の内容に比べて余裕がある状況となっています。また、家庭の状況か

らは２号認定を受けることのできる子どものうち、教育利用を希望する子どもが幼

稚園から保育所等へ移行する場合についても、受入が可能と考えられます。 

このような状況を踏まえ、必要利用数に対して適切な確保の内容となるよう、公

立幼稚園及び保育所の統廃合を進めるとともに、認定こども園の整備の検討を行い

ます。 

障がい児や外国につながる子ども等の特別な支援が必要な子どもに対する保育の

提供に当たっては、施設側の受入機能を把握しながら、必要な調整を行います。ま

た、特別な支援が必要な子どもが保育を利用する際には、関係機関との連携を密に

行い、個別の事情に配慮した支援を行います。 
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（３）３号認定 

子どもが３歳未満で、就労等によって保護者が日中の保育をできない場合の認定

区分です。主な利用施設は、保育所、認定こども園（保育利用）、地域型保育事業で

す。 

 

【必要利用数の見込みと確保の内容】 

① ０歳児 

（単位：人） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

必要利用数の見込み① 149 148 146 145 144 

確保の内容② 87 87 87 87 144 

 特定教育・保育施設 77 77 77 77 123 

  保育所 47 47 47 47 75 

  認定こども園 30 30 30 30 48 

 家庭的保育事業(小規模保育) 6 6 6 6 12 

 認可外保育施設 4 4 4 4 9 

②－① △62 △61 △59 △58 0 

 

② １歳児 

（単位：人） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

必要利用数の見込み① 174 189 188 186 185 

確保の内容② 176 176 176 176 220 

 特定教育・保育施設 157 157 157 157 191 

  保育所 112 112 112 112 11９ 

  認定こども園 45 45 45 45 72 

 家庭的保育事業(小規模保育) 11 11 11 11 17 

 認可外保育施設 8 8 8 8 12 

②－① 2 △13 △12 △10 35 

 

③ ２歳児 

（単位：人） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

必要利用数の見込み① 209 227 247 245 243 

確保の内容② 247 247 247 247 278 

 特定教育・保育施設 219 219 219 219 244 

  保育所 152 152 152 152 152 

  認定こども園 67 67 67 67 92 

 家庭的保育事業(小規模保育) 13 13 13 13 19 

 認可外保育施設 15 15 15 15 15 

②－① 38 20 0 2 35 
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（再掲）０～２歳児計 
 
【必要利用数の見込みと確保の内容】 

（単位：人） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

必要利用数の見込み① 532 564 581 576 572 

確保の内容② 510 510 510 510 642 

 特定教育・保育施設 453 453 453 453 558 

  保育所 311 311 311 311 346 

  認定こども園 142 142 142 142 212 

 家庭的保育事業(小規模保育) 30 30 30 30 48 

 認可外保育施設 27 27 27 27 36 

②－① △22 △54 △71 △66 70 
 
（施設数の想定） 

市内の施設数（か所） 19 19 19 19 21 

 特定教育・保育施設 15 15 15 15 16 

  保育所 11 11 11 11 11 

  認定こども園 4 4 4 4 5 

 家庭的保育事業(小規模保育) 2 2 2 2 3 

 認可外保育施設 2 2 2 2 2 

 

【提供体制の確保の内容と実施時期】 

現状の各施設の利用定員により、０歳児及び１歳児については、必要利用数の見

込みに対し、確保の内容が不足する状況となっています。２歳児については、現状

の各施設の利用状況により、必要利用数の受入が可能となっています。 

こうした状況を踏まえ、低年齢児の受入に必要な規模の拡大ができるよう、保育

士の確保による既存施設の活用や認定こども園の整備を検討する等により必要利用

数の確保を行います。 

障がい児や外国につながる子ども等の特別な支援が必要な子どもに対する教育・

保育の提供に当たっては、施設側の受入機能を把握しながら、必要な調整を行いま

す。また、特別な支援が必要な子どもが教育・保育を利用する際には、関係機関と

の連携を密に行い、個別の事情に配慮した支援を行います。 
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４．地域子ども・子育て支援事業の必要利用数の見込みと確保の内容 

 

（１）利用者支援事業 

① こども家庭センター 

子どもと保護者を対象に、特定教育・保育施設、地域型保育事業での教育・保育

や、一時預かり事業、放課後児童クラブなどの地域子ども・子育て支援事業から必

要な事業を適切に選択し、円滑に利用できるようサポートします。併せて、妊娠届

出時から妊産婦支援、子育てやこどもに関する相談を受けて支援をつなぐためのマ

ネジメント（サポートプランの作成）等を担うなど、妊娠期から子育て期にわたる

切れ目のない支援を行います。 

 

【必要利用数の見込みと確保の内容】 

（単位：か所） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

必要利用数の見込み① 1 1 1 1 1 

確保の内容② 1 1 1 1 1 

②－① 0 0 0 0 0 

 

【対象者】 

子ども及び保護者等 

 

【必要利用数の見込みの算出の考え方】 

子育て世帯が様々なサービスの提供を受ける際には、市の総合保健福祉センター

の窓口に行政機能が集約されるとともに、地域子育て支援センターが設置され、子

育て世帯の求める相談や支援の機能が整っていることから、これを利用者支援の拠

点として算出しています。 

 

【提供体制の確保の内容と実施時期】 

令和７年度 既存の利用者支援事業を継続して行います。 

令和８年度以降 令和７年度の体制で継続して実施します。 
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② 妊婦等包括相談支援事業 

妊婦に対する支援給付と併せ、妊婦やその配偶者等に対して、面談等により情報

提供、相談等の伴走型の相談支援を実施します。 

 

【必要利用数の見込みと確保の内容】 

（単位：人） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

必要利用数の見込み① 990 984 972 966 957 

確保の内容② 990 984 972 966 957 

②－① 0 0 0 0 0 
 
（参考） 

０歳児の人数 330 328 324 322 319 

 

【対象者】 

妊産婦及びその配偶者等 

 

【必要利用数の見込みの算出の考え方】 

国が示す『第三期市町村子ども・子育て支援事業計画等における「量の見込み」

の算出等の考え方』により算出した値を基本に、本市の０歳児人口の推計を踏まえ

算出しています。 

 

【提供体制の確保の内容と実施時期】 

令和７年度 妊娠期から出産・子育て期まで身近な場所で相談に応じ、切れ

目なく子育てをサポートする伴走型の相談支援を行います。 

令和８年度以降 令和７年度の体制で継続して実施します。 
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（２）地域子育て支援拠点事業 

乳幼児及びその保護者が相互に交流を行う場所を設置し、子育てについての相談、

情報の提供、助言その他の援助を行います。 

 

【必要利用数の見込みと確保の内容】 

（単位：人回／月） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

必要利用数の見込み① 1,621 1,712 1,749 1,736 1,720 

確保の内容② 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 

②－① 379 288 251 264 280 
 

施設数 5 5 5 5 5 

 

【対象者】 

乳幼児及びその保護者 

 

【必要利用数の見込みの算出の考え方】 

これまでの利用実績を参考に算出しています。 

 

【提供体制の確保の内容と実施時期】 

令和７年度 既存の地域子育て支援拠点での支援を行います。 

令和８年度以降 令和７年度の体制で継続して実施します。 
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（３）妊婦健康診査事業 

健やかな妊娠・出産期を保つため、妊産婦に対する健康診査として、①健康状態

の把握、②身体計測及び尿・血液等の検査、③保健指導を実施するとともに、妊娠

期間中の異常を早期に発見し、適時、必要に応じた処置及び経過観察につなげます。 

 

【必要利用数の見込みと確保の内容】 

（単位：回） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

必要利用数の見込み① 5,280 5,248 5,184 5,152 5,104 

 妊婦健診 4,620 4,592 4,536 4,508 4,466 

 産婦健診 660 656 648 644 638 

確保の内容② 5,280 5,248 5,184 5,152 5,104 

 妊婦健診 4,620 4,592 4,536 4,508 4,466 

 産婦健診 660 656 648 644 638 

②－① 0 0 0 0 0 
 
（参考） 

０歳児の人数 330 328 324 322 319 

 

【対象者】 

妊娠期にある女性、及び産後概ね 1か月までの女性 

 

【必要利用数の見込みの算出の考え方】 

妊婦健診 厚生労働省母子保健課長通知による適切な妊婦健診の回数の 14 回と、

本市の０歳児人口の推計を踏まえ算出しています。 

産婦健診 本市の０歳児人口の推計を踏まえ算出しています。 

 

【提供体制の確保の内容と実施時期】 

令和７年度 これまで同様、すべての対象者への受診費用の助成を行うとと

もに、適切な受診ができるよう周知に努めます。 

令和８年度以降 令和７年度の体制で継続して実施します。 
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（４）乳児家庭全戸訪問事業 

生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提

供や親子の心身の状況及び養育環境等の把握を行い、必要に応じ支援につなげます。 

 

【必要利用数の見込みと確保の内容】 

（単位：件） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

必要利用数の見込み① 330 328 324 322 319 

確保の内容② 330 328 324 322 319 

②－① 0 0 0 0 0 
 
（参考） 

０歳児の人数 330 328 324 322 319 

 

【対象者】 

概ね生後４か月までの乳児及びその保護者 

 

【必要利用数の見込みの算出の考え方】 

地域に見守られ、すべての乳児を持つ家庭が安心して育児をすることができるよ

う、訪問率 100％を目指し、本市の０歳児人口の推計を踏まえ算出しています。 

 

【提供体制の確保の内容と実施時期】 

令和７年度 これまで同様、全対象世帯への訪問を実施します。 

令和８年度以降 令和７年度の体制で継続して実施します 
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（５）養育支援訪問事業及び要保護児童等に対する支援に資する事業 

①養育支援訪問事業 

養育支援が必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等

を行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保します。 

 

【必要利用数の見込みと確保の内容】 

（単位：件） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

必要利用数の見込み① 70 70 70 70 70 

確保の内容② 70 70 70 70 70 

②－① 0 0 0 0 0 

 

【対象者】 

食事、衣服、生活環境等について、不適切な養育状態にある家庭など、虐待のお

それやそのリスクを抱え、特に支援が必要と認められる家庭 

 

【必要利用数の見込みの算出の考え方】 

これまでの利用実績を参考に算出しています。 

 

【提供体制の確保の内容と実施時期】 

令和７年度 これまで同様、全対象世帯への訪問を実施します。 

令和８年度以降 令和７年度の体制で継続して実施します。 
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②子育て世帯訪問支援事業 

家事・子育て等に対して不安や負担を抱える子育て家庭、妊産婦、ヤングケアラ

ー等がいる家庭の居宅を、訪問支援員が訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴す

るとともに、家事・子育て等の支援を実施することにより、家庭や養育環境を整え

ます。 

 

【必要利用数の見込みと確保の内容】 

（単位：件） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

必要利用数の見込み① 336 336 336 336 336 

確保の内容② 0 84 168 252 336 

②－① △336 △252 △168 △84 0 

 

【対象者】 

食事、生活習慣等について不適切な養育状態にある児童及び保護者等 

 

【必要利用数の見込みの算出の考え方】 

本市の要支援児童数等を参考に算出しています。 

 

【提供体制の確保の内容と実施時期】 

令和７年度   令和８年度からの事業実施に向けて、実施手法など具体的な準

備を進めます。 

令和８年度以降 事業を実施します。 
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③ 親子関係形成支援事業 

児童との関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている保護者及びその児童に対し、

講義やグループワーク、ロールプレイ等を通じて、児童の心身の発達の状態等に応

じた情報の提供、相談及び助言を実施するとともに、同じ悩みや不安を抱える保護

者同士が相互に悩みや不安を相談・共有し、情報の交換ができる場を設ける等、そ

の他の必要な支援を行います。 

 

【必要利用数の見込みと確保の内容】 

（単位：件） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

必要利用数の見込み① 24 24 24 24 24 

確保の内容② 0 0 24 24 24 

②－① △24 △24 0 0 0 

 

【対象者】 

親子の関係性や児童との関わり方等に不安を抱えている児童及びその保護者 

 

【必要利用数の見込みの算出の考え方】 

本市の要支援児童数等を参考に算出しています。 

 

【提供体制の確保の内容と実施時期】 

令和７年度から８年度まで 令和９年度からの事業実施に向けて、事業の実施形

態・手法と事業者（委託先）の確保について検討し

ます。 

令和９年度以降      事業を実施します。 
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④ 児童育成支援拠点事業 

養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に対して、当該児

童の居場所となる場を開設し、児童とその家庭が抱える多様な課題に応じて、生活

習慣の形成や学習のサポート、進路等の相談支援、食事の提供等を行うとともに、

児童及びその家庭の状況をアセスメントし、関係機関へのつなぎを行う等の支援を

包括的に提供します。 

 

【必要利用数の見込みと確保の内容】 

（単位：件） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

必要利用数の見込み① 33 33 33 33 33 

確保の内容② 0 0 0 33 33 

②－① △33 △33 △33 0 0 

 

【対象者】 

食事、衣服、生活環境等について、不適切な養育状態にある主に学齢期以降の児

童及びその保護者 

 

【必要利用数の見込みの算出の考え方】 

本市の要支援児童数等を参考に算出しています。 

 

【提供体制の確保の内容と実施時期】 

令和７年度から９年度まで  令和 10 年度からの事業実施に向けて、事業実施の

手法と事業者（委託先）の確保等について検討しま

す。 

令和 10 年度以降      事業を実施します。 
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（６）子育て短期支援事業 

保護者の疾病その他の理由により家庭において児童を養育することが一時的に困

難となった場合、子育てに係る保護者の負担の軽減が必要な場合及び経済的な理由

により緊急一時的に親子を保護することが必要な場合等に、児童養護施設等におい

て、一時的に養育または必要な保護を行います。 

 

【必要利用数の見込みと確保の内容】 

（単位：人日／年） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

必要利用数の見込み① 55 54 54 53 54 

確保の内容② 55 54 54 53 54 

②－① 0 0 0 0 0 
 

施設数 9 9 9 9 9 

 小規模児童養護施設（市内） 1 1 1 1 1 

 委託施設数（市外） 8 8 8 8 8 

 

【対象者】 

児童または親子等 

 

【必要利用数の見込みの算出の考え方】 

本市の要支援児童数等を参考に算出しています 

 

【提供体制の確保の内容と実施時期】 

令和７年度 市外の児童養護施設８か所への委託により、受け入れ態勢を確

保します。 

令和８年度以降 利用者の状況を踏まえつつ、委託先の充実を検討します。 
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（７）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター） 

幼児や小学生等を持つ子育て中の保護者を会員として、子どもの預かりなどの援

助を受けることを希望する会員と、当該援助を行うことを希望する会員との相互援

助活動に関する連絡、調整を行います。 

 

【必要利用数の見込みと確保の内容】 

（単位：人日／年） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

必要利用数の見込み① 1,293 1,265 1,230 1,201 1,175 

確保の内容② 1,293 1,265 1,230 1,201 1,175 

②－① 0 0 0 0 0 
 
（参考） 

援助会員 103 106 108 111 114 

利用会員 292 300 307 314 329 

 

【対象者】 

概ね６か月から小学校６年生までの児童 

 

【必要利用数の見込みの算出の考え方】 

これまでの利用実績を参考に算出しています。 

 

【提供体制の確保の内容と実施時期】 

令和７年度 対象数が増加しても対応できるよう、援助会員の増加に努めま

す。 

令和８年度以降 令和７年度の体制で継続して実施します。 
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（８）一時預かり事業 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主とし

て昼間において、認定こども園、幼稚園、保育所その他の場所において、一時的に

預かり、必要な保護を行います。 

 

① 幼稚園型 

【必要利用数の見込みと確保の内容】 

（単位：人日／年） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

必要利用数の見込み① 12,675 11,831 11,414 11,122 11,741 

確保の内容② 15,840 15,840 15,840 15,840 15,840 

②－① 3,165 4,009 4,426 4,718 4,099 
 
（参考） 

実施施設数（か所） 3 3 3 3 3 

 認定こども園 3 3 3 3 3 

 

【対象者】 

３歳児から５歳児までの児童 

 

【必要利用数の見込みの算出の考え方】 

国が示す『第三期市町村子ども・子育て支援事業計画等における「量の見込み」

の算出等の考え方』による算出や補正の考え方に沿って算出しています。 

 

【提供体制の確保の内容と実施時期】 

令和７年度 現在の提供体制により確保を図ります。 

令和８年度以降 令和７年度の体制で継続して実施します。 
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② 保育所等での一時預かり（①以外） 

【必要利用数の見込みと確保の内容】 

（単位：人日／年） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

必要利用数の見込み① 1,135 1,136 1,134 1,117 1,136 

確保の内容② 3,240 3,240 3,240 3,240 3,240 

②－① 2,105 2,104 2,106 2,123 2,104 
 
（参考） 

実施施設数（か所） 2 2 2 2 2 

 保育所 2 2 2 2 2 

 その他の施設 0 0 0 0 0 

 

【対象者】 

０歳児から５歳児までの児童 

 

【必要利用数の見込みの算出の考え方】 

国が示す『第三期市町村子ども・子育て支援事業計画等における「量の見込み」

の算出等の考え方』による算出や補正の考え方に沿って算出しています。 

 

【提供体制の確保の内容と実施時期】 

令和７年度 現在の提供体制により確保を図ります。 

令和８年度以降 令和７年度の体制で継続して実施します。 
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（９）延長保育事業（時間外保育事業） 

保育認定を受けた子どもについて、通常の利用時間以外の時間において、認定こ

ども園、保育所等において保育を実施します。 

 

【必要利用数の見込みと確保の内容】 

（単位：人） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

必要利用数の見込み① 114 113 112 110 113 

確保の内容② 91 91 91 91 117 

②－① △23 △22 △21 △19 4 
 
（参考） 

実施施設数（か所） 7 7 7 7 9 

 保育所 4 4 4 4 5 

 認定こども園 2 2 2 2 3 

 小規模保育所 1 1 1 1 1 

 

【対象者】 

０歳児から５歳児までの児童 

 

【必要利用数の見込みの算出の考え方】 

国が示す『第三期市町村子ども・子育て支援事業計画等における「量の見込み」

の算出等の考え方』による算出や補正の考え方に沿って算出しています。 

 

【提供体制の確保の内容と実施時期】 

令和７年度から 10 年度まで  現在の提供体制により確保を図ります。 

令和 11 年度      保育所、認定こども園の提供体制を１か所増やし 

て実施します。 
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（10）病児保育事業 

病児について、病院や保育所等に付設された専用スペースにおいて、保育士・看

護師等が一時的に保育等を行います。 

 

【必要利用数の見込みと確保の内容】 

（単位：人日／年） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

必要利用数の見込み① 571 565 561 551 564 

確保の内容② 580 580 580 580 580 

 病児・病後児保育事業 480 480 480 480 480 

 ファミリー・サポート・センター 100 100 100 100 100 

②－① 9 15 19 29 16 

 

【対象者】 

０歳児から５歳児までの児童 

 

【必要利用数の見込みの算出の考え方】 

国が示す『第三期市町村子ども・子育て支援事業計画等における「量の見込み」

の算出等の考え方』による算出や補正の考え方に沿って算出しています。 

 

【提供体制の確保の内容と実施時期】 

令和７年度 保育所１か所で提供体制を確保します。 

令和８年度以降 令和７年度の体制で継続して実施するとともに提供体制の充実

を図ります。 
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（11）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

保護者が就労等で昼間家庭にいない小学生に対し、授業の終了後等に、小学校の

余裕教室や児童館等を利用して適切な遊び及び生活の場を与え、その健全な育成を

図ります。 

 

【必要利用数の見込みと確保の内容】 

① 亀山中学校区                          （単位：人） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

必要利用数の見込み① 297 286 272 260 237 

 １年生 92 82 75 75 60 

 ２年生 66 76 67 62 62 

 ３年生 58 50 58 51 47 

 ４年生 45 41 36 41 36 

 ５年生 20 21 19 16 19 

 ６年生 16 16 17 15 13 

確保の内容② 340 340 340 340 340 

②－① 43 54 68 80 103 
 
② 中部中学校区                          （単位：人） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

必要利用数の見込み① 378 358 335 334 312 

 １年生 103 88 83 96 74 

 ２年生 85 83 70 67 78 

 ３年生 57 57 55 47 45 

 ４年生 56 56 56 54 46 

 ５年生 49 45 45 44 44 

 ６年生 28 29 26 26 25 

確保の内容② 451 451 451 451 451 

②－① 73 93 116 117 139 
 
③ 関中学校区                           （単位：人） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

必要利用数の見込み① 101 101 101 96 90 

 １年生 24 21 25 20 17 

 ２年生 18 21 18 22 18 

 ３年生 17 15 17 15 17 

 ４年生 16 16 14 15 13 

 ５年生 17 16 16 13 15 

 ６年生 9 12 11 11 10 

確保の内容② 104 104 104 104 104 

②－① 3 3 3 8 14 
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（再掲）全中学校区計 

（単位：人） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

必要利用数の見込み① 776 743 707 693 641 

 １年生 219 190 184 192 151 

 ２年生 169 180 155 151 158 

 ３年生 132 122 130 113 109 

 ４年生 116 113 105 111 96 

 ５年生 86 81 79 73 78 

 ６年生 54 57 54 52 48 

確保の内容② 895 895 895 895 895 

②－① 119 150 187 205 256 

 

施設数（支援の単位：か所） 24 24 24 24 24 

 亀山中学校区 9 9 9 9 9 

 中部中学校区 12 12 12 12 12 

 関中学校区 3 3 3 3 3 

 

【対象者】 

小学生 

 

【必要利用数の見込みの算出の考え方】 

国が示す『第三期市町村子ども・子育て支援事業計画等における「量の見込み」

の算出等の考え方』によって算出しています。 

 

【提供体制の確保の内容と実施時期】 

令和７年度 現在の提供体制により確保します。 

令和８年度以降 必要利用数の動向に注意しながら必要な提供体制の確保に努め

ます。 
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（12）産後ケア事業 

産後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等を行い、産後も安心して子育

てができる支援体制の確保を行います。 

 

【必要利用数の見込みと確保の内容】 

（単位：人） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

必要利用数の見込み① 70 70 70 70 70 

確保の内容② 70 70 70 70 70 

②－① 0 0 0 0 0 
 
（参考） 

０歳児の人数 330 328 324 322 319 

 

【対象者】 

産後１年未満の産婦 

 

【必要利用数の見込みの算出の考え方】 

国が示す『第三期市町村子ども・子育て支援事業計画等における「量の見込み」

の算出等の考え方』による算出や補正の考え方に沿って算出しています。 

 

【提供体制の確保の内容と実施時期】 

令和７年度以降 これまで同様、産後ケアを必要とするすべての母親を対象に助

産師が家庭訪問を行い、心身のケアや相談、育児のサポート等

を行うとともに、実施方法の拡充について検討します。 
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（13）乳児等通園支援事業 

保育所等に入所していない 3 歳未満の子どもに対し、保育所等において適切な遊

びや生活の場を与えるとともに、保護者との面談を通して養育環境などを把握し、

子育てについての情報提供、助言などを行います。 

 

【必要利用数の見込みと確保の内容】 

（単位：／月、人） 

 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

必要利用数の見込み(必要定員)① 10 10 11 10 10 

確保の内容② 0 8 8 8 10 

②－① △10 △2 △3 △2 0 

 

【対象者】 

６か月から満３歳未満の子ども 

 

【必要利用数の見込みの算出の考え方】 

国が示す『第三期市町村子ども・子育て支援事業計画等における「量の見込み」

の算出等の考え方』による算出や補正の考え方に沿って算出しています。 

 

【提供体制の確保の内容と実施時期】 

令和７年度 事業実施に必要な制度設計等を行います。 

令和８年度以降 提供体制の確保に努めます。 
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（14）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

次の実費徴収額に対し、その一部を補助することによって、円滑な就学前教育・

保育等や子ども・子育て支援事業等の利用を促し、すべての子どもの健やかな成長

を支援することを目的として実施します。 

 

① 低所得で生計が困難である保護者の子どもが特定教育・保育等の提供を受けた場

合において、日用品、文房具等その他の必要な物品の購入に要する費用または行

事への参加に要する費用等にかかる実費徴収額 

② 特定子ども・子育て支援施設等である幼稚園において、世帯の所得の状況その他

の事情を勘案して定める基準に該当する保護者が支払うべき食事の提供（副食費

に限る）にかかる実費徴収額 

 

【対象者】 

①０歳児から５歳児までの児童 

②３歳児から５歳児までの児童 

 

【提供体制の確保の内容と実施時期】 

実費徴収に係る補足給付を行う事業には、所得要件が設定されており、該当する

すべての保護者に給付することから、量の見込み、確保の方策は設定しないことと

します。 
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第７章 計画の推進体制 

１ 計画の推進体制 

 

本計画では、幼児期の学校教育・保育、地域の子育て支援事業の必要利用総数の見込

み、提供体制の確保の内容及びその時期などを定めています。 

計画の推進に当たっては、教育・保育事業に対する市民のニーズに応えていくため、

必要なサービスを供給できる体制を整えることで、子育て世帯が安心して子どもを育て

ながら、暮らしていける環境の実現を目指します。 

そのため、市の各部局の連携はもとより、「亀山市子ども・子育て会議」を通じた関係

機関等との連携を密にすることで関係者間での情報共有を図り、子どもにとっての最善

の利益につながるよう、計画の実現を目指します。 

また、本市における教育・保育事業及び地域子ども・子育て支援事業の推進に当たっ

ては、その量の確保と同時に質の向上が図られるよう、認可や確認における市の関与に

際して、適切な指導、助言などを行います。 

 

 

 

２ 計画の進行管理 

 

本計画を適切に進行管理していくため、「亀山市子ども・子育て会議」において計画の

進捗状況の検証を行い、それに基づいて、具体的な事業計画の見直しを行うなど、ＰＤ

ＣＡサイクルによる効果的な計画推進に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 


